
　

平成１８年度（第１６９期）決算概要

１．連結決算業績

平成18年度 平成17年度

自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 前期比

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日

億円 億円 ％
売 上 高 46,526 49,300 94.4

億円 億円 ％
営 業 利 益 700 725 96.5

億円 億円 ％
経 常 利 益 163 150 109.3

億円 億円 ％
当 期 純 損 益 91 △ 101 －

１株当たり当期純損益： 　　４円43銭 　　△５円26銭 　　９円69銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純損益： 　　４円23銭 －

億円 億円 ％
総 資 産 37,317 38,028 98.1

人 人
従 業 員 数 154,786 154,180 －

（注）1.当社は連結財務諸表作成に関する会計基準を「米国基準」から「日本基準」に変更しております。

      2.連結対象会社数

　　　　　連結子会社 ３４２社 ３５６社

　　　　　持分法適用会社 ６８社 ６８社

２．単独決算業績

億円 億円 ％
売 上 高 22,108 23,707 93.3

億円 億円 ％
経 常 利 益 69 276 24.9

億円 億円 ％
当 期 純 利 益 56 419 13.4

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  　２円77銭  　21円11銭 　　△18円34銭

中間 ４ 円 中間 ３ 円 １円

期末 ４ 円 期末 ３ 円 　 １円

億円 億円 ％
総 資 産 24,226 24,584 98.5

　　　    　　問合せ先　　日本電気株式会社　コーポレートコミュニケーション部

　　　　　　　　　　　　　〒108-8001　東京都港区芝五丁目７番１号　TEL (03)3798-6511(直通)

日 本 電 気 株 式 会 社
平 成 19 年 ５ 月 21 日

１ 株 当 た り 配 当 金

－

( ) ( )
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（財)財務会計基準機構会員  

平成 19 年３月期 決算短信       平成 19 年５月 21 日 
上 場 会 社 名        日本電気株式会社               上場取引所           東 大 名 福 札 
コ ー ド 番 号         6701                             ＵＲＬ  http://www.nec.co.jp/ 
代  表  者 役職名 代表取締役 執行役員社長  氏名  矢野 薫 
問合せ先責任者 役職名 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部長      氏名  荒井 俊則  ＴＥＬ (03)3798－6511 
 
定時株主総会開催予定日  平成 19 年６月 21 日 配当支払開始予定日   平成 19 年６月７日 
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年６月 21 日  

（百万円未満四捨五入） 
１．19 年３月期の連結業績（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年３月期 
18 年３月期 

4,652,649 △5.6 
4,929,970   

69,976  △3.5
    72,526      

    16,347  9.3 
      14,955         

        9,128     -
△10,062        

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

19 年３月期 
18 年３月期 

4.43 
△5.26 

4.23
- 

 0.9 0.4 
 

1.5
1.5

(参考) 持分法投資損益 19 年３月期 △4,006 百万円  18 年３月期  6,195 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭
19 年３月期 
18 年３月期 

     3,731,669 
     3,802,775 

     1,240,123
     1,242,650

       27.8 
       27.1 

512.99
516.62

(参考) 自己資本     19 年３月期 1,038,808 百万円  18 年３月期 -百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年３月期 
18 年３月期 

238,318 
225,804 

△169,676
△84,687

△103,739 
△200,199 

423,369
452,370

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円  銭  円  銭  円  銭 百万円 ％ ％

18 年３月期 
19 年３月期 

3.00 
4.00 

3.00
4.00

6.00
8.00

11,958
16,209

- 
180.6 1.6

20 年３月期 
（予想） 

4.00 4.00 8.00
 

54.0 
 

 
 
３．20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円   ％  円  銭

中 間 期 
通    期 

2,150,000 △3.2 
4,700,000   1.0 

15,000  99.9
130,000  85.8

△10,000    -
  80,000  389.4

△22,000   - 
30,000 228.7 

△10.86 
14.81 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有  
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、33 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む）19 年３月期 2,029,555,412 株 18 年３月期 1,995,923,384 株 
②期末自己株式数               19年３月期     4,546,111株 18年３月期   3,093,357株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、50 ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 

 
(参考)個別業績の概要  （19 年３月期は百万円未満四捨五入、18 年３月期は百万円未満切捨て） 
 
１. 19 年３月期の個別業績(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

   百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年３月期 
18 年３月期 

2,210,758 △6.7 
2,370,709 △2.3 

12,598    47.7
8,529  △61.4

6,859  △75.1 
27,566  △31.5 

5,596 △86.6
41,879   72.7

 
 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

19 年３月期 
18 年３月期 

2.77 
21.11 

2.65
19.74

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円 銭

19 年３月期 
18 年３月期 

2,422,579 
2,458,437 

989,237
1,004,851

40.8 
40.9 

488.22
504.14

(参考) 自己資本    19 年３月期 989,181 百万円    18 年３月期 -百万円 
  
２．20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり
当期純利益

 百万円   ％  百万円    ％ 百万円    ％ 百万円     ％  円 銭
中 間 期 
通    期 

1,040,000  2.0 
2,350,000  6.3 

△13,000    -
35,000 177.8

△13,000     -
 30,000 337.4

△5,000     - 
30,000 436.1 

△2.47
14.81 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 平成 18 年３月期の連結業績における対前年比較、自己資本当期純利益率、総資産経常利益率、 

および純資産配当率(連結)は、平成 17 年３月期の日本会計基準による監査済 

連結財務諸表を作成していないため、記載していません。 

2. 連結財政状態ならびに個別財政状態における自己資本については、それぞれ比較連結貸借対照表 

（25 ページ）および比較単独貸借対照表（52 ページ）の脚注を参照してください。 

3. 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の最終ページを参照して 

ください。 
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経営成績 
 

１．経営成績に関する分析 

 

①当期の概況および通期の見通し  

 

当社は、連結決算につきましては、これまで、米国において一般に公正妥当と認められ

る会計基準による用語、様式および作成方法（以下「米国会計基準」といいます。）に基づ

く数値を公表してまいりましたが、すでに公表しておりますとおり、平成１８年９月中間

決算から、日本の法令に基づく連結計算書類、連結財務諸表等をわが国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準（以下「日本会計基準」といいます。）に従って作成し、

公表することといたしました。従いまして、本決算短信においては、前期との比較の記載

を含め、日本会計基準による数値を記載しています。この会計基準の変更は、米国会計基

準に従って作成した平成１８年３月期の米国証券取引委員会向け年次報告書に関し、米国

公開会社会計監督委員会の基準に準拠した監査が完了していないため、米国会計基準によ

る連結決算値の確定ができないことによるものです。また、当社は、平成１８年９月中間

決算に係る決算数値の訂正に関連して、㈱東京証券取引所を始めとする国内各証券取引所

から改善報告書の提出を求められ、当社における情報開示体制の改善施策を内容とする同

報告書を提出いたしました。財務情報の開示に関する不手際によりこのような事態を招き、

関係の皆様に多大なご心配、ご迷惑をおかけいたしましたことを深くお詫び申しあげます。 

 平成１８年度の世界経済は、米国が設備投資や個人消費を中心に安定した成長を続ける

中、中国やロシアなどの新興国も高成長が続きました。 

 一方、日本経済は、個人消費が伸び悩みましたが、輸出と設備投資が牽引役となり堅調

に推移しました。 

 このような事業環境の中、ＮＥＣグループは、平成１８年度の経営方針として全員参加

による「攻めの経営」を掲げ、成長に向けた施策の実行と懸念事業の業績立て直し策の推

進などに取り組みました。 

 まず、成長に向けた施策として、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）関連事業の受注拡大と

製品開発に注力しました。具体的には、ＮＧＮの構築に向けて通信事業者が開始したフィ

ールドトライアル（実証実験）への参加やＮＧＮの中核となるネットワーク機器やソフト

ウェアの商品化などを行いました。 

次に、懸念事業の業績立て直し策としては、モバイルターミナル分野については、松下

電器産業㈱などとの合弁会社の設立により増大する開発費の削減をはかるとともに、海外

における不採算事業の縮小や国内市場における出荷増・シェア回復に向けた商品力の強化

をはかりました。 

 一方、半導体分野については、半導体商社との協業や中国における販売体制の強化など
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の受注拡大の取組みにより売上高は伸長しましたが、製品の価格下落、商品ラインナップ

の分散による開発費の増加、原価低減の遅れなどから、今年度も厳しい状況が続きました。 

 平成１８年度の連結売上高は、４兆６,５２６億円と前期に比べ２,７７３億円     

（５.６％）減少しました。これは、エレクトロンデバイス事業が半導体を中心に伸長した

ものの、ＩＴ／ＮＷソリューション事業はほぼ前期並みとなり、また、モバイル／パーソ

ナルソリューション事業も、モバイルターミナル分野の海外事業の縮小および国内向け出

荷台数の減少ならびに欧州の個人向けパーソナルコンピュータ事業の売却などにより減少

したことによるものです。 

次に収益面につきましては、営業利益は、前期に比べ２６億円（３.５％）減少し、

７００億円となりました。これは、モバイル／パーソナルソリューション事業では、

モバイルターミナル分野の海外事業の縮小により、また、エレクトロンデバイス事業

では売上高の増加により、それぞれ損失額が減少しましたが、ＩＴ／ＮＷソリューシ

ョン事業が将来発生する可能性のある瑕疵補修費用を見積り計上したことなどによ

り、減益となったことによるものです。経常利益は、前期に比べ１４億円（９.３％）

増加し、１６３億円となりました。 

税金等調整前当期純利益は、前期に比べ４４６億円増加し、９６３億円となりまし

た。これは、経常利益の増加に加え、退職給付信託の一部解約に伴う特別利益を計上

したことなどにより、特別損益が４３２億円増加したことによるものです。また、連

結当期純利益は、前期に比べ１９２億円改善し、９１億円となりました。 

 

平成１９年度につきましては、連結売上高は前期に欧州の個人向けパーソナルコンピュ

ータ事業を売却したことによる減少はありますが、堅調な市場環境が続くＩＴサービス／

ＳＩ分野に加え、好調が続くワイヤレスシステム「パソリンク」等によるネットワークシ

ステム分野の増加とエレクトロンデバイス事業の回復を見込み、前期比１.０％増の      

４兆７,０００億円を計画しています。連結営業利益については、売上増およびモバイルタ

ーミナル分野とエレクトロンデバイス事業の回復を見込み、前期比６００億円増の    

１,３００億円を計画しています。連結当期純利益については、連結営業利益の増加等によ

り３００億円を計画しています。 

 

      （連 結） 

売上高 4 兆 7,000 億円 （ 前期比   1.0％増 ） 

営業利益 1,300 億円 （  同   600 億円増） 

経常利益 800 億円 （    同     637 億円増） 

当期純利益 300 億円 （    同     209 億円増） 
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      （単 独） 

売上高 2 兆 3,500 億円 （ 前期比   6.3％増 ） 

営業利益 350 億円 （  同   224 億円増） 

経常利益 300 億円 （    同     231 億円増） 

当期純利益 300 億円 （    同     244 億円増） 

 

②主なセグメント別実績（セグメント間売上高・損益含む） 

 

◆ＩＴ／ＮＷソリューション事業 

売上高    ２兆７,５８８億円（前期比 ０.１％減） 

営業利益       １,５４１億円（  同    ２６８億円減） 

 

  ＜分野別売上高（セグメント間売上高を含む）＞ 

分 野 
平成 18 年度 

 (億円) 

平成 17 年度 

 (億円)  

前期比 

(%) 

 ＩＴサービス／ＳＩ 7,756 7,712 0.6

 ＩＴプラットフォーム 6,514 6,836 (-)4.7

 ネットワークシステム 10,263 9,929 3.4

 社会インフラ 3,055 3,147 (-)2.9

合  計 27,588 27,624 (-)0.1

ＩＴ／ＮＷソリューション事業の売上高は、ほぼ前期並みの、２兆７,５８８億円となり

ました。 

 

売上高の主な分野別状況につきましては、ＩＴサービス／ＳＩ分野は、国内ＩＴ投資の

回復を受け、前期に比べ０.６％増加し、７,７５６億円となりました。また、ネットワー

クシステム分野は、通信事業者向けが堅調に推移したことにより、前期に比べ３.４％増加

し、１兆２６３億円となりました。一方、ＩＴプラットフォーム分野は、光ディスクドラ

イブの売上高の減少などにより、前期に比べ４.７％減少し、６,５１４億円となりました。

社会インフラ分野は、国内地上デジタル放送基幹設備の投資が一巡したことにより、前期

に比べ２.９％減少し、３,０５５億円となりました。 

 

営業利益は、将来発生する可能性のある瑕疵補修費用の見積り計上とＩＴプラット

フォーム分野の売上高の減少などにより、前期に比べ２６８億円（１４.８％）減少

し、１,５４１億円となりました。 
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◆モバイル／パーソナルソリューション事業 

売上高    ９,６５０億円（前期比 ２２.８％減） 

営業損益     △３３５億円（  同    ２１８億円改善） 

 

＜分野別売上高（セグメント間売上高を含む）＞ 

分 野 
平成 18 年度 

 (億円) 

平成 17 年度 

 (億円)  

前期比 

(%) 

 モバイルターミナル 3,499 4,809 (-)27.2

 パーソナルソリューション 6,151 7,694 (-)20.1

合  計 9,650 12,503 (-)22.8

 

モバイル／パーソナルソリューション事業の売上高は、前期に比べ２,８５３億円  

（２２.８％）減少し、９,６５０億円となりました。 

 

売上高の主な分野別状況につきましては、モバイルターミナル分野は、海外事業を縮小

したことに加え、国内向け出荷台数の減少により、前期に比べ２７.２％減少し、     

３,４９９億円となりました。パーソナルソリューション分野は、欧州の個人向けパーソナ

ルコンピュータ事業の売却および国内パーソナルコンピュータ市場の伸び悩みなどから、

前期に比べ２０.１％減少し、６,１５１億円となりました。 

 

営業損益は、モバイルターミナル分野において海外事業の縮小により損失額が減少した

ことなどにより、前期に比べ２１８億円（３９.５％）改善し、３３５億円の損失となりま

した。 
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◆エレクトロンデバイス事業 

売上高    ８,６１０億円（前期比 ５.５％増） 

営業損益    △２３０億円（  同   ７８億円改善） 

 

  ＜分野別売上高（セグメント間売上高を含む）＞ 

分 野 
平成 18 年度 

 (億円) 

平成 17 年度 

(億円) 

前期比 

(%) 

 半導体 6,923 6,460 7.2

 電子部品その他 1,687 1,699 (-)0.7

合  計 8,610 8,159 5.5

 

エレクトロンデバイス事業の売上高は、前期に比べ４５１億円（５.５％）増加し、   

８,６１０億円となりました。 

 

売上高の主な分野別状況につきましては、半導体分野は、主にゲーム機向け半導体や汎

用マイクロコントローラの売上が増加したことにより、前期に比べ７.２％増加し、   

６,９２３億円となりました。電子部品その他分野は、電子部品市場が全般的に堅調に推移

しましたが、前期に大型案件のあった小型液晶ディスプレイの減少により、前期に比べ  

０.７％減少し、１,６８７億円となりました。 

 

営業損益は、前期に比べ７８億円（２５.２％）改善したものの、２３０億円の損失とな

りました。これは半導体分野において、売上高は前期に比べて増加したものの、研究開発

費や生産能力増強のための投資が増加したことに加え、製品の価格下落の影響や、今後の

収益性改善をはかるための費用を計上したことなどによるものです。 

 

（注）半導体分野の業績は、ＮＥＣエレクトロニクス㈱の公表値（米国会計基準）で表記

しています。日本会計基準への修正による差異は、電子部品その他分野に含まれています。 
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２．財政状態に関する分析 

 

①資産、負債、純資産およびキャッシュ・フローの状況に関する分析 

 

総資産は、３兆７,３１７億円と前期末に比べ７１１億円減少しました。流動資産は、受

取手形および売掛金が１６２億円増加したものの、現金および現金同等物が２９０億円減

少したことや、未収入金の減少などによりその他が４７５億円減少したことなどにより、

５１７億円減少しました。固定資産は、退職給付信託の一部解約などに伴い関係会社株式

が１,１１５億円増加した一方、前払年金費用が２１３億円減少し、また、株式の売却など

により投資有価証券が３５５億円、評価引当金を計上したことなどにより長期の繰延税金

資産が５３７億円それぞれ減少したことなどにより、１９４億円減少しました。 

負債は、２兆４,９１５億円と前期末に比べ６８６億円減少しました。これは主に、有利

子負債残高が、社債の償還などにより７５８億円減少し、８,５９３億円となったことによ

るものです。なお、デット・エクイティ・レシオは０.８３倍（前期末比０.０８ポイント

改善）となりました。また、有利子負債残高から現金および現金同等物の残高を控除した

有利子負債残高（ＮＥＴベース）では、前期末に比べ４６８億円減少の４,３５９億円とな

り、デット・エクイティ・レシオ（ＮＥＴベース）は０.４２倍（前期末比０.０５ポイン

ト改善）となりました。 

純資産は、１兆２,４０１億円と前期末に比べ２５億円減少しました。この結果、自己資

本比率は２７.８％（前期末比０.７ポイント改善）となりました。 

 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上減に伴う入金の減少はあったものの、

原価低減などにより資材費支払が減少したことなどにより、前期に比べ１２５億円増加し、

２,３８３億円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１,６９７億円の支出で、前期に比べ８５０億円

悪化しました。これは、前期に比べ半導体関連の設備投資に関する支払いが増加したこと

や、関係会社株式の売却による入金が減少したことなどによるものです。この結果、営業

活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフリー・

キャッシュ・フローは６８６億円の収入となり、前期に比べ７２５億円悪化しました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還や配当金の支払いなどにより、    

１,０３７億円の支出となりました。上記の結果、現金および現金同等物は４,２３４億円

となり、前期に比べ２９０億円減少しました。 

9



②キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 平成１８年度 平成１７年度 

自己資本比率 ２７.８％ ２７.１％ 

時価ベースの自己資本比率 ３４.３％ ４３.３％ 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率    ３.８倍  

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ   １４.７倍 １３.４倍 

 

上記各指標の算式は以下のとおりです。 

自己資本比率：自己資本÷総資産 

時価ベースの自己資本比率：期末日の株価に基づく株式時価総額÷総資産 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債利率：有利子負債平均残高÷営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

※有利子負債平均残高＝（期首有利子負債残高＋期末有利子負債残高）÷２ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ÷支払利息 

上記各指標は、連結ベースの財務数値により計算しております。 

 

（注）平成１７年度のｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率は、平成１７年３月期の日本会計基準に

よる監査済連結財務諸表を作成していないため記載していません。 

 

３．利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

 

当社は、急激に変動する昨今の経済状況など事業環境の変化に柔軟に対応する必要があ

ることから、各期の利益状況、翌期以降の見通し、配当性向、設備投資などの内部資金需

要等を基準として配当を決定しています。 

 平成１８年度の配当につきましては、年間配当金は１株につき８円（中間配当金１株に

つき４円を含む。）といたしました。 

なお、平成１９年度の配当につきましては、年間配当金は１株につき８円（中間配当金

１株につき４円を含む。）を予定しています。 

 また、当社は、機動的な剰余金の配当の実施を可能とするため、取締役会の決議により

剰余金の配当を決定できる旨を定款に定めています。また、当社は、毎年３月３１日およ

び９月３０日を基準日とした年２回の配当制度を継続する予定です。 
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４．事業等のリスク 

 

当社グループが認識している事業等のリスクのうち、主要なものは以下のとおりであり

ます。 

 

(1) 競争の激化 

 ＮＥＣグループは、事業を展開する多くの市場において激しい競争にさらされておりま

すが、大規模な多国籍企業、比較的小規模で成長中の高度に専門化した企業等によるさら

なる市場参入に伴い、製品・サービスが激しい価格競争にさらされるリスクが増大してい

ます。 

 

(2) 製造工程 

 ＮＥＣグループが事業を展開するコンピュータ、通信機器、半導体その他の市場では、

急速な技術変化と技術革新の下、顧客ニーズの変化に応じ頻繁な新製品・新サービスの導

入が必要とされています。これらの製品の製造工程は非常に複雑であるため、高性能かつ

高額な製造設備が必要であり、その生産性および性能を改善するために、継続的な改良が

必要です。製造設備の故障、異常等により生産が中断し、迅速に代替製造設備への移管が

できない場合には、顧客がＮＥＣグループの競合会社の製品を購入する可能性があり、さ

らに、生産能力不足により、ＮＥＣグループの競争力が低下する可能性があります。その

結果、大幅な減収をもたらすとともに、顧客との関係が大きく悪化する可能性があります。 

 また、需要の低迷期には、生産能力の上限で稼動している時と比べ、一般的に顧客の発

注時期と製品の予定出荷日との期間が短縮されるため、生産量および売上高の予測が困難

となります。 

 

(3) 半導体事業におけるリスク 

 半導体市場は、シリコンサイクルと呼ばれる循環的な市況変動が非常に大きな市場であ

り、製品需要の縮小、過剰在庫および販売価格の急速な下落をもたらす深刻な低迷期を繰

り返してきました。ＮＥＣグループでは、これらの市況の変動に注意を払いながら事業を

遂行しておりますが、シリコンサイクルが下降局面を迎えた場合には、業績に悪影響を与

える可能性があります。 

 

(4) 経済動向による影響 

 ＮＥＣグループの事業は、国内市場に大きく依存しています。日本経済が低迷すれば、

ＮＥＣグループの業績に大きな打撃を与える可能性があります。また、ＮＥＣグループは、

海外市場にも依存していますが、その地域の景気動向が悪化することによりＮＥＣグルー

プの業績が悪影響を受ける可能性があります。 
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(5) 法的規制等 

 ＮＥＣグループは、事業を展開する多くの国および地域において、予想外の規制の変更

や法令の適用が行われることおよび行政当局による運用やその法的責任が不透明であるこ

とに関連する多様なリスクにさらされております。ＮＥＣグループが事業を展開する国お

よび地域における規制または法令の重要な変更は、ＮＥＣグループの事業、業績および財

務状況に悪影響を与える可能性があります。 

 

(6) 製品およびサービスの欠陥 

 ＮＥＣグループが提供する製品およびサービスに欠陥が生じる可能性は排除できません。

製品またはサービスに欠陥が生じた場合、これにより顧客に生じた損失に対する責任を追

及される可能性があります。また、製品またはサービスの欠陥により社会的評価が低下し

た場合は、ＮＥＣグループの製品およびサービスに対する顧客の購買意欲が低減する可能

性があります。いずれの場合も、事業、業績および財務状況が悪影響を受ける可能性があ

ります。 

 

(7) 為替および金利の変動リスク 

 ＮＥＣグループは、為替相場の変動によって事業、業績および財務状況に悪影響を受け

る可能性があります。為替変動は、外貨建取引から発生する資産および負債の日本円換算

額ならびに外貨建てで取引されている製品・サービスのコストおよび売上高に影響を与え

る可能性があります。 

  

(8) 技術革新および顧客ニーズへの対応 

ＮＥＣグループが、常に技術革新および顧客ニーズの急速な変化を的確に把握し、それ

に対応した製品・サービス（新製品・新サービスを含む。）を提供することができない場合、

事業、業績および財務状況が著しく損なわれる可能性があります。新製品の開発過程が長

期化した場合、開発費用が予定よりも高額になる可能性があり、また、製品の開発中に技

術や規格が変化することにより、ＮＥＣグループの製品が市場への投入前に陳腐化し商品

性を失う可能性があります。 

 

(9) 財務および収益の変動 

ＮＥＣグループの各四半期または各年度の経営成績は、必ずしも将来に期待される業績

の指標とはなりません。ＮＥＣグループの業績は新技術・新製品・新サービスの導入や市

場での受け入れ、製品原価の変動とプロダクト・ミックス、顧客の事業や特定製品・サー

ビスに依存する顧客の注文の規模や時期、買収した事業や獲得した技術の影響、生産量や

リードタイム、固定費などを含む種々の要因により四半期毎、年度毎の変動に支配されて

います。 
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 特定の期間の業績予想を難しくする、ＮＥＣグループがコントロールできない動向や外

部の要因には、次のようなものがあります。 

・ＮＥＣグループが提供する製品およびサービスを取り巻く事業環境の変化 

・ＮＥＣグループが事業を行う分野における財政出資の規模・時期を含む政府の通信イン

フラの開発・展開に関する決定 

・ＮＥＣグループの顧客による設備投資の規模・時期、顧客の在庫管理方法 

・ＩＴ・通信市場および日本または世界の経済状況、通信・データネットワーク・インタ

ーネットに影響を与える政府規制の変更や政府による介入 

・株式・債券市場の状況 

・顧客や取引先の信用状態の悪化など 

また、これらの動向や要因は、ＮＥＣグループの事業、業績および財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

 

(10) ＮＥＣグループの知的財産権等の保護 

ＮＥＣグループの事業は、ＮＥＣグループ独自の技術に依存しており、ＮＥＣグループ

の製品、サービス、事業モデルおよび設計・製造過程に必要な特許権、著作権その他の知

的財産権を取得できるか否かにより大きな影響を受けます。 

 しかし、ＮＥＣグループが事業を運営する領域での技術革新は非常に早いため、特許権、

著作権その他の知的財産権による保護は陳腐化のリスクがあります。また、将来、特許権

についての権利主張を受けたとき、ＮＥＣグループの技術がこれに十分対抗できるとは限

りません。一部の国では、知的財産権の行使が制限される場合または企業秘密が十分保護

されない場合があります。ＮＥＣグループの企業秘密は、従業員、契約相手方その他のも

のによって不正に開示、または流用される可能性があります。さらに、ＮＥＣグループの

知的財産権を侵害した品質の劣る模倣品によりＮＥＣグループのブランドイメージが損な

われるおそれもあります。 

 

 (11) 法的手続きに関するリスク 

ＮＥＣグループは、その事業の特性上、知的財産権侵害その他の主張に基づく訴訟また

は法的手続きを申し立てられることがあります。ＮＥＣグループの事業分野には多くの知

的財産権が存在し、また、新たな知的財産権が次々と生じている為、ある製品または部品

についての第三者の知的財産権を侵害する可能性の有無を事前に判断することは困難です。

知的財産権侵害の主張が正当であるか否かにかかわらず、かかる主張に対してＮＥＣグル

ープを防御するためには、莫大な費用および経営資源が必要となる可能性があります。第

三者による知的財産権侵害の申立が認められ、当該技術または代替技術についてライセン

スを取得できなかった場合には、ＮＥＣグループの事業は悪影響を受ける可能性がありま

す。 
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 ＮＥＣグループは、知的財産権侵害以外にも様々な訴訟および法的手続に巻き込まれる

可能性があります。 

 当社の連結子会社であるＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社は、米国ＤＲＡＭ業界にお

ける独占禁止法（反トラスト法）違反行為による損害賠償を求める複数の直接・間接のＤ

ＲＡＭ製品の購入者からの民事訴訟（集団訴訟）および米国の複数の州の司法長官による

訴訟の被告となっており、過去において、ＮＥＣグループから直接ＤＲＡＭを購入した顧

客（直接購入者の集団訴訟の原告代理人を含む。）の多くと和解に合意しましたが、まだ一

部の顧客について和解交渉を進めています。また、ＮＥＣグループは、欧州においても、

ＤＲＡＭ業界における競争法違反の可能性に関し欧州委員会が行っている調査に協力し、

情報提供を行っております。これらの米国での民事訴訟および和解交渉ならびに欧州委員

会による調査については、現時点で結論は出ていませんが、米国での民事訴訟および和解

交渉に関し今後発生する可能性のある損失の見積額を計上しています。 

さらに、平成１８年１０月以降、これらに加え、ＳＲＡＭ業界における独占禁止法（反

トラスト法・競争法）違反の可能性に関する米国司法省および欧州委員会の調査、半導体

業界における韓国独占禁止法違反の可能性に関する韓国公正取引委員会の調査、ならびに

ＴＦＴ液晶ディスプレイ業界における独占禁止法違反の可能性に関する日本公正取引委員

会、米国司法省、欧州委員会、韓国公正取引委員会およびカナダ競争当局の調査が開始さ

れ、ＮＥＣグループもその対象となっています。ＳＲＡＭ業界における独占禁止法違反の

可能性に関する米国司法省の調査開始後、ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社に対し、

独占禁止法違反行為による損害賠償を求める複数の民事訴訟（集団訴訟）が提起されてい

ます。また、ＴＦＴ液晶ディスプレイ業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国

司法省の調査開始後、当社、ＮＥＣ液晶テクノロジー㈱、ＮＥＣエレクトロニクス・アメ

リカ社およびＮＥＣディスプレイソリューションズ・アメリカ社に対し、独占禁止法（反

トラスト法）違反行為による損害賠償を求める複数の民事訴訟が提起されています。これ

らの当局による調査および民事訴訟については現時点で結論は出ていません。 

さらに、当社は、旧郵政省（現日本郵政公社）が一般競争入札の方法により発注した郵

便番号自動読取区分機類の受注に係る独占禁止法違反被疑事件において、排除措置を命じ

た公正取引委員会の審決を取り消す旨の東京高等裁判所の判決を得ておりましたが、公正

取引委員会がこれを不服として最高裁判所に上告受理の申立てを行った結果、最高裁判所

は、平成１９年４月１９日、当該判決を破棄し、審理を東京高等裁判所に差し戻す旨の判

決を下しました。また、同委員会との間では、課徴金の納付に係る審判手続が進められて

います。 

ＮＥＣグループが当事者となっているかまたは今後当事者となる可能性のある訴訟およ

び法的手続の結果を予測することは困難ですが、かかる手続においてＮＥＣグループにと

って不利な結果が生じた場合、ＮＥＣグループの事業、業績または財務状況が重大な悪影

響を受ける可能性があります。 
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 さらに、ＮＥＣグループが関係する法的手続に関して、経営陣が深く関わることが求め

られる可能性があり、その場合、経営陣の本来の業務であるＮＥＣグループの事業運営に

支障が出る可能性があります。 

 

(12) 自然災害等のリスク 

地震等の自然災害によりＮＥＣグループの製造拠点および設備等が壊滅的な損害を被っ

た場合は、操業が中断し、生産および出荷が遅延することにより売上高が低下し、さらに、

製造拠点等の修復または代替のために巨額な費用を要することとなる可能性があります。 

 

(13) 資材等の調達 

ＮＥＣグループの生産活動には、資材、部品、製造装置その他の調達物品がタイムリー

に納入されることが必要ですが、これらの資材等には、その特殊性から仕入先が少数に限

定されているものおよび仕入先または調達物品の切り替えが困難なものがあります。ＮＥ

Ｃグループに対する調達物品の供給に遅延もしくは中断が生じた場合または業界内の需要

が増加した場合には、必要不可欠な資材の不足が生じる可能性があります。ＮＥＣグルー

プが必要な調達物品を機動的に調達できない場合、またはその調達のために極めて多額の

代金の支払が必要となる場合には、ＮＥＣグループの業績が悪化する可能性があります。

また、資材、物品、製造装置その他の調達物品に欠陥があった場合は、ＮＥＣグループの

製品の信頼性および評価に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(14) 企業買収等に伴うリスク 

ＮＥＣグループは、事業拡大のため企業買収、資本参加等を実施することがありますが、

買収等の対象事業をＮＥＣグループの経営戦略に沿って統合することができない可能性が

あり、また、買収等の対象事業における顧客や主要な従業員を維持することができない可

能性があります。さらに、買収等によって期待した利益を実現できる保証はなく、既存事

業および買収等の対象事業について効率的でバランスの取れた経営資源の活用を行うこと

ができなかった場合は、ＮＥＣグループの事業、業績および財務状況は悪影響を受ける可

能性があります。 

 

(15) ＮＴＴグループへの依存 

ＮＥＣグループの売上高のうち日本電信電話㈱および㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモその

他の同社の関係会社（以下「ＮＴＴグループ」といいます。）に対する売上高の構成比は、

当期において１１.１％を占めています。ＮＴＴグループが何らかの理由により設備投資額

またはＮＥＣグループとの取引額を削減した場合には、ＮＥＣグループの事業、業績およ

び財務状況は悪影響を受ける可能性があります。さらに、今後、ＮＴＴグループがＮＥＣ

グループと競合する製品の製造を開始し、またはＮＥＣグループの競合会社を買収した場
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合は、ＮＥＣグループの事業に支障をきたす可能性があります。 

 

(16) 年金および退職金にかかる積立不足 

ＮＥＣグループは、未認識の過去勤務債務および数理計算上の差異を、年金および退職

金制度に基づき給付を受けることが見込まれる従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数にわたって均等償却しています。将来の数理計算上の差異は、割引率および年金資産の

運用収益などいくつかの要因の変化によって変動する可能性があります。 

 

(17) 繰延税金資産の修正 

ＮＥＣグループが計上している繰延税金資産は、繰越欠損金および将来減算一時差異に

関するもので、すべて将来の課税所得を減額する効果を持つものです。市況の後退または

経営成績の悪化などの事象により、ＮＥＣグループが現在計上している繰越税金資産の全

額または一部について回収可能性が低いと判断した場合、その年度において繰延税金資産

を修正し、利益が減少する可能性があります。 

   

(18) 情報管理に関するリスク 

ＮＥＣグループは、事業遂行に関連して、多数の個人情報や機密情報を保有しており、

これらの情報については、予期せぬ事態により流出する可能性は皆無ではなく、このよう

な事態が生じた場合、ＮＥＣグループの社会的信用に影響を与え、その対応のための多額

の費用負担やブランド価値の低下がＮＥＣグループの業績に悪影響をあてる可能性があり

ます。 

(19) 不正や誤謬に関するリスク 

ＮＥＣグループにとって、有効な内部統制やコンプライアンス機能、ＮＥＣグループの

資産や経営を管理するための経理システムを保有することは不可欠です。更に、ＮＥＣは

米国サーベンス・オクスレー法の適用を受けており、財務報告に関する内部統制を構築す

ることが求められております。また、ＮＥＣグループの経営陣は、ＮＥＣグループの財務

報告に関する内部統制の有効性を評価し、有効性の有無を開示することが要求されていま

す。 

 ＮＥＣグループの監査人は、財務報告に関する内部統制の有効性に関する経営陣によ

る評価を審査し、そして、ＮＥＣグループの評価や財務報告に関する内部統制の有効性に

ついての意見書を提出します。 

 ＮＥＣグループの事業を監視し、管理することができる有効な内部統制の設計と実行

は、ＮＥＣグループにとって重要な課題です。ＮＥＣグループでは、財務報告に関する内

部統制の文書化、内部会計監査や業務監査の実施により内部統制の充実、強化に努めてい

ますが、虚偽の財務報告、横領等の不正および財務報告に関する内部統制の不徹底等に起

因する誤謬が発生する可能性は残っており、このような事態が生じた場合には、財務諸表
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の修正の必要が生じ、利益が減少する可能性があります。 

例えば、平成１８年３月、当社は、子会社の従業員による架空取引に関する事案を公表

しました。この架空取引が当社の連結財務諸表に与える影響ならびに決算の前提および会

計処理の変更を踏まえ、当社は、過年度の米国会計基準による連結財務諸表への影響額を

公表（ただし、日本監査基準による監査を経たものであり、米国公開会社会計監督委員会

の監査基準による監査を受けていません。）しています。 

 ＮＥＣグループによって導入される内部統制の仕組みは、グループ内で同様の事象の

発生を発見し、予防できるものであることが必要です。内部統制の設計と実行には経営陣

や人材を相当投入することが必要であり、結果として相当な費用が発生する可能性があり

ます。 

 

(20)過年度連結財務諸表の修正等に関するリスク 

当社は、米国預託証券（ＡＤＲ）の発行者として米国1934年証券取引所法(以下「米国証

券取引所法」といいます。)に基づき米国証券取引委員会（ＳＥＣ）に対する年次報告書の

提出を義務付けられておりますが、平成18年３月期の連結財務諸表の監査の過程で要求さ

れた収益認識に係る追加分析が完了していないため、その提出期限（平成18年10月２日）

を経過した後も年次報告書を提出しておりません。当社は、今後当面の間同年次報告書を

提出できないリスクがあり、この場合、米国ナスダック・ストック・マーケット（ＮＡＳ

ＤＡＱ）が当社ＡＤＲの上場を廃止する可能性があります。 

また、現在行っている追加分析の結果によっては、当社がＳＥＣに提出した平成17年３

月期およびそれ以前の決算期に係る年次報告書に含まれる連結財務諸表に関し、この分析

結果を反映した修正再表示（リステート）が必要となる可能性があります。なお、当社は、

「(19)  不正や誤謬に関するリスク」に記載した子会社における架空取引事案などの発生

や非継続事業となった事業に関して必要となったＳＥＣ向け年次報告書のリステートを完

了しておらず、分析結果を反映したリステートが必要となったときはこれらをあわせた内

容のリステートを行うこととなります。 

さらに、現在行っている分析結果を反映したリステートが必要となった場合は、当社の

平成18年３月期およびそれ以前の決算期に係る有価証券報告書に含まれる米国会計基準に

基づく連結財務諸表等についてもリステートが必要となる可能性があり、加えて、リステ

ートの対象となった連結業績値を記載したその他の書類についても、必要な訂正手続きが

要求される可能性があります。 

このほか、当社は、ＳＥＣによる非公式調査の対象となっており、その結果によっては

米国証券取引所法違反等を理由とする処分を受ける可能性があります。また、当社が、Ｓ

ＥＣ向け平成18年３月期年次報告書の提出のために必要となる監査済みの連結財務諸表を

作成できないときは、何らかの処罰等を受ける可能性があります。 
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位置付け 

事業分野 
生 産 会 社 ソ フ ト ウ ェ ア 会 社 販 売 ・ サ ー ビ ス 会 社 

I T / N W 

ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業 

 

Ｎ Ｅ Ｃ コ ン ピ ュ ー タ テ ク ノ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ イ ン フ ロ ン テ ィ ア ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ イ ン フ ロ ン テ ィ ア 東 北 ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ イ ン フ ロ ン テ ィ ア 社 [ タ イ ]
Ｎ Ｅ Ｃ テク ノ ロジ ーズ ・ ホン コ ン社 [ 中 国 ]
東 北 日 本 電 気 ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ワ イ ヤ レ ス ネ ッ ト ワ ー ク ス ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ネ ッ ト ワ ー ク ・ セ ン サ ㈱
㈱ ネ ッ ト コ ム セ ッ ク
山 梨 日 本 電 気 ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ 東 芝 ス ペ ー ス シ ス テ ム ㈱
㈱ 高 砂 製 作 所
ア ン テ ン ㈱
昭 和 オ プ ト ロ ニ ク ス ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ マ イ ク ロ 波 管 ㈱
東 洋 無 線 シ ス テ ム ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ 東 北 産 業 シ ス テ ム ㈱
桂 林 Ｎ Ｅ Ｃ 無 線 通 信 有 限 公 司 ［ 中 国 ］
西安ＮＥＣ無線通信設備有限公司［中国］
東 洋 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム ズ ㈱

Ｎ Ｅ Ｃ ソ フ ト ㈱
北 海 道 日 本 電 気 ソ フ ト ウ ェ ア ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ソ フ ト ウ ェ ア 東 北 ㈱
北 陸 日 本 電 気 ソ フ ト ウ ェ ア ㈱
中 部 日 本 電 気 ソ フ ト ウ ェ ア ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ シ ス テ ム テ ク ノ ロ ジ ー ㈱
九 州 日 本 電 気 ソ フ ト ウ ェ ア ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ソ フ ト 沖 縄 ㈱
㈱ Ｎ Ｅ Ｃ 情 報 シ ス テ ム ズ
日 本 電 気 通 信 シ ス テ ム ㈱
バイブレン・テクノロジーズ社［米国］
日電卓越軟件科技（北京）有限公司[中国]
日電信息系統(中国)有限公司[中国]
Ｎ Ｅ Ｃ エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱
日 本 電 気 航 空 宇 宙 シ ス テ ム ㈱
日本電気ロボットエンジニアリング㈱
セ イ ・ テ ク ノ ロ ジ ー ズ ㈱

 

 

 

Ｎ Ｅ Ｃ フ ィ ー ル デ ィ ン グ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ネ ク サ ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ ㈱
ＮＥＣトータルインテグレーションサービス㈱
㈱ Ｎ ＆ Ｊ 金 融 ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ
日 本 Ｓ Ｇ Ｉ ㈱
㈱ 中 国 サ ン ネ ッ ト
㈱Ｋ         Ｉ         Ｓ
㈱ ワ イ イ ー シ ー ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ
日 本 電 気 電 力 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱
ア ビ ー ム コ ン サ ル テ ィ ン グ ㈱
        および同社の子会社（24社）
エ ヌ デ ッ ク ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ｲ ﾝ ﾌ ﾛ ﾝ ﾃ ｨ ｱ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱
フ ィ ー ル デ ィ ン グ サ ポ ー ト ク ル ー ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ シ ー ジ ー ネ ッ ト ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ イ ン フ ロ ン テ ィ ア 社 ［米 国］     
NECｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ･ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ社[ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ]
Ｎ  Ｅ  Ｃ  タ  イ  ワ  ン  社  ［台  湾］
恩益禧数碼応用産品貿易(上海)有限公司［中国］

日電(広州)信息設備貿易有限公司[中国]
上 海 日 電 管 理 咨 詢 有 限 公 司 [ 中 国 ]
NEC飛鼎克信息技術服務(北京)有限公司[中国]
NECﾊｲ･ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社[ﾄﾞｲﾂ]
N E C ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ ・ ﾍ ﾞ ﾄ ﾅ ﾑ 社 [ ﾍ ﾞ ﾄ ﾅ ﾑ ]
Ｎ Ｅ Ｃ イ ン デ ィ ア 社 [ ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ]
NECﾌｨﾘｯﾌﾟｽ・ﾕﾆﾌｧｲﾄﾞ・ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ社[オランダ]

および同社の子会社（13社）
Ｎ Ｅ Ｃ ネ ッ ツ エ ス ア イ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ テ レ ネ ッ ト ワ ー ク ス ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ポ ス タ ル テ ク ノ レ ク ス ㈱
ト ー ヨ ー ア ル フ ァ ネ ッ ト ㈱
ＮＥＣマグナスコミュニケーションズ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ネ ッ ト イ ノ ベ ー シ ョ ン ㈱
東 通 電 子 ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ヨ ー ロ ッ パ 社 ［英 国］
Ｎ Ｅ Ｃ （ Ｕ Ｋ ） 社 ［ 英 国 ］
Ｎ Ｅ Ｃ ド イ チ ュ ラ ン ト 社 ［ ド イ ツ ］
Ｎ Ｅ Ｃ イ タ リ ア 社 ［ イ タ リ ア ］
ＮＥＣスカンジナビア社［スウェーデン］
Ｎ Ｅ Ｃ フ ラ ン ス 社 ［ フ ラ ン ス ］
Ｎ Ｅ Ｃ イ ベ リ カ 社 ［ ス ペ イ ン ］
Ｎ Ｅ Ｃ ポ ル ト ガ ル 社 ［ ポ ル ト ガ ル ］
Ｎ  Ｅ  Ｃ  ホ  ン  コ  ン  社［中  国］
日電通訊 (ホンコン )有限公司［中国］
N E C ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ ( ﾀ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ ) 社 [ タ イ ]
ＮＥＣインドネシア社 [インドネシア ]
Ｎ Ｅ Ｃ オ ー ス ト ラ リ ア 社 ［豪州］    
Ｎ Ｅ Ｃ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ 社 ［豪州］    
Ｎ  Ｅ  Ｃ  カ  ナ  ダ  社 ［ カ ナ ダ ］
ＮＥＣ・ド・ブラジル社［ブラジル］
ＮＥＣｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ･ブラジル社［ブラジル］
Ｎ Ｅ Ｃ ・ デ ・ メ ヒ コ 社 ［ メ キ シ コ ］
ＮＥＣｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ・ｵﾌﾞ・アメリカ社［米 国］     
     お よび同社の子会社 ( 7 社 )
ア ク テ ィ ブ ・ ボ イ ス 社 [ 米 国 ]
      および同社の子会社 ( 1社 )
ＮＥＣﾕﾆ ﾌ ｧ ｲ ﾄ ﾞ・ｿﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ社［米国］
     お よび同社の子会社 ( 1 社 )
ＮＥＣアルへンチーナ社［アルゼンチン]

 

ﾓ ﾊ ﾞ ｲ ﾙ / ﾊ ﾟ ｰ ｿ ﾅ ﾙ 

ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業 

 

Ｎ Ｅ Ｃ パ ー ソ ナ ル プ ロ ダ ク ツ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ア ク セ ス テ ク ニ カ ㈱
埼 玉 日 本 電 気 ㈱
ＮＥＣｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｽﾞ・ｱｼﾞｱ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸ社[ﾏﾚｰｼｱ]
武 漢 Ｎ Ｅ Ｃ 移 動 通 信 有 限 公 司 ［ 中 国 ］
日 電 通 訊 有 限 公 司 ［ 中 国 ］

 

 Ｎ Ｅ Ｃ モ バ イ リ ン グ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ビ ッ グ ロ ー ブ ㈱
ＮＥＣｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｽﾞ・ｱｼﾞｱ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸ社[ﾏﾚｰｼｱ]
        の 子 会 社 （ 5 社 ）
Ｐ Ｂ エ レ ク ト ロ ニ ク ス 社 ［米国］    
Ｎ Ｅ Ｃ コ ン ピ ュ ー タ ー ズ 社 ［米国］    
ＮＥＣコンピューターズ社［フランス］
ＮＥＣテクノロジーズ (ＵＫ )社 [英国 ]
静 岡 日 電 ビ ジ ネ ス ㈱

企 業 集 団 の 状 況 

 当社企業グループは、連結子会社（３４２社）・持分法適用会社（６８社）で構成されています。 

事業分野別に主要な会社を記載すると概ね次のとおりです。 

連結通期 
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位置付け 

事業分野 
生 産 会 社 ソ フ ト ウ ェ ア 会 社 販 売 ・ サ ー ビ ス 会 社 

ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ事業 

 

Ｎ Ｅ Ｃ エ レ ク ト ロ ニ ク ス ㈱
山 形 日 本 電 気 ㈱
秋 田 日 本 電 気 ㈱
福 井 日 本 電 気 ㈱
関 西 日 本 電 気 ㈱
山 口 日 本 電 気 ㈱
九 州 日 本 電 気 ㈱
鹿 児 島 日 本 電 気 ㈱
ＮＥＣ ｾ ﾐ ｺ ﾝ ﾊ ﾟ ｯ ｹ ｰ ｼ ﾞ ・ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ フ ァ ブ サ ー ブ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ 液 晶 テ ク ノ ロ ジ ー ㈱
日 本 電 子 ラ イ ト ㈱
N E C ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ ･ ｱ ﾒ ﾘ ｶ 社 ［米国］    
Ｎ Ｅ Ｃ セ ミ コ ン ダ ク タ ー ズ ・ シ ン ガ ポ ー ル 社 [ シ ン ガ ポ ー ル ]
ＮＥＣセミコンダクターズ ( マレーシア ) 社 [ マレーシア ]
N E C セミコンダクターズ ･インドネシア社 [インドネシア ]
首 鋼 日 電 電 子 有 限 公 司［中国］
ＮＥＣセミコンダクターズ ( Ｕ Ｋ ) 社 [ 英 国 ]
ＮＥＣｾ ﾐ ｺ ﾝ ﾀ ﾞ ｸ ﾀ ｰ ｽ ﾞ・ ｱ ｲ ﾙ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ社 [ ｱ ｲ ﾙ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ ]
Ｎ Ｅ Ｃ ト ー キ ン ㈱
           お よ び 同 社 の 子 会 社 （ 9 社 ）  

Ｎ Ｅ Ｃ マ イ ク ロ シ ス テ ム ㈱
 
 

㈱ 近 畿 分 析 セ ン タ ー
Ｎ Ｅ Ｃ ト ー キ ン ㈱ の 子 会 社 ( 1 5 社 )
ＮＥＣエレクトロニクス・シンガポール社[シンガポール]
ＮＥＣエレクトロニクス・ホンコン社[中国 ]
上 海 恩 益 禧 電 子 国 際 貿 易 有 限 公 司 [ 中 国 ]
N E C ｺ ﾝ ﾊ ﾟ ｳ ﾝ ﾄ ﾞ・ ｾ ﾐ ｺ ﾝ ﾀ ﾞ ｸ ﾀ ｰ・ ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｼ ｰ ｽ ﾞ・ ﾎ ﾝ ｺ ﾝ社 [中国]
ＮＥＣエレクトロニクス・タイワン社[台湾 ]
ＮＥＣエレクトロニクス(ＵＫ)社[英国]
ＮＥＣエレクトロニクス (ヨーロッパ)社 [ドイツ ]
Ｎ ＥＣエレクトロニクス韓国社 [ 韓国 ]

 
 

そ の 他 

日 本 ア ビ オ ニ ク ス ㈱
長 野 日 本 電 気 ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ラ イ テ ィ ン グ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ビ ュ ー テ ク ノ ロ ジ ー ㈱
日 本 電 気 真 空 硝 子 ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ ﾃ ﾞ ｨ ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｲ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ ㈱
東 北 化 工 ㈱
長野日本電氣嘉利電子有限公司［中国］
恩益禧視像設備貿易（深ｾﾝ）有限公司［中国］

Ｎ Ｐ Ｇ デ ィ ス プ レ イ 社 [ 中 国 ]
          お よ び 同 社 の 子 会 社 （ 1 社 ）

 Ｎ Ｅ Ｃ ロ ジ ス テ ィ ク ス ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ フ ァ シ リ テ ィ ー ズ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ メ デ ィ ア プ ロ ダ ク ツ ㈱
ＮＥＣファクト リエンジニアリ ング ㈱
㈱ Ｎ Ｅ Ｃ ラ イ ベ ッ ク ス
㈱ Ｎ Ｅ Ｃ ツ ー リ ス ト
Ｎ Ｅ Ｃ プ ロ サ ポ ー ト ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ バ イ タ ル ス タ フ ㈱
Ｎ Ｅ Ｃ フ レ ン ド リ ー ス タ フ ㈱
㈱ Ｎ Ｅ Ｃ デ ザ イ ン
Ｎ Ｅ Ｃ ラ ー ニ ン グ ㈱
日 電 （ 中 国 ） 有 限 公 司 ［ 中 国 ］

ＮＥＣフィナンシャル・サービス社［米国］
Ｎ Ｅ Ｃ ラ ボ ラ ト リ ー ズ ・ ア メ リ カ 社 [ 米 国 ]
Ｎ Ｅ Ｃ キ ャ ピ タ ル 社 ［ 米 国 ］
Ｎ Ｅ Ｃ キ ャ ピ タ ル ( Ｕ Ｋ ) 社 [ 英 国 ]
Ｎ Ｅ Ｃ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ｺ ｰ ﾃ ﾞ ｨ ﾈ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ ( ｼ ﾝ ｶ ﾞ ﾎ ﾟ ｰ ﾙ ) 社 [ ｼ ﾝ ｶ ﾞ ﾎ ﾟ ｰ ﾙ ]

ＮＥＣﾃﾞｨ ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｲ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ﾞ㈱の子会社(5社)

※ 国内証券市場に公開している子会社 

東証１部…ＮＥＣエレクトロニクス㈱、ＮＥＣネッツエスアイ㈱、ＮＥＣトーキン㈱、ＮＥＣフィールディング㈱、ＮＥＣモバイリング㈱ 

東証２部…日本アビオニクス㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成19年３月31日現在 

企 業 集 団 の 状 況 連結通期 
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企業集団の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

携帯電話機・パソコンの販売 
および各種ソリューションの提供 

携帯電話機の供給 

携 帯 電 話 機 の 
ソフトウェア会社 

携帯電話機ソフトウェア開発 

ハードウェア製品・部品の供給

ソフトウェア製品の開発 

携 帯 電 話 機 の 
生 産 ・ 販 売 会 社 
（ 国 内 ・ 海 外 ） 

ハードウェ ア製
品・部品の 供給

パソコン・パソコ
ン 関 連 商 品 の 
生 産 販 売 会 社 
（ 国 内 ・ 海 外 ） 

コ ン ピ ュ ー タ 
・ 通 信 機 器 
の 生 産 会 社 
（ 海 外 ） 

コンピュータ機器 
・ 通 信 機 器 
の 販 売 会 社 

販売

ハードウェ ア製
品・部品の 供給

販売

販売

販売

販売

 （IT/NWソリューション事業） 

 （モバイルターミナル/ 

パーソナルソリューション事業） 

ITｻｰﾋﾞｽ/SI・ITﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ・ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ・
社会インフラ関連のソリューションの提供 

販売
そ の 他 事 業 の 
生 産 ・ 販 売 会 社 

販売

そ の 他 事 業 の 
サ ー ビ ス 会 社 

各種
サービスの

提供

各種 
サービスの
提供

）（その他事業）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ユ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｜

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ザ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

半導体・電子部品の 
生 産 ・ 販 売 会 社 

販売

（エレクトロンデバイス事業） 

販売

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社

 

ハードウェ ア製
品・部品の 供給

コンピュータ機器 
・ 通 信 機 器 
のソフトウェア会社 

コ ン ピ ュ ー タ 
・ 通 信 機 器 
の 生 産 会 社 
（ 国 内 ） 

携 帯 電 話 機 の 
生 産 会 社 
（ 国 内 ） 

20



経営方針 
 

１．会社の経営の基本方針 

 

ＩＴ（情報技術）とネットワーク技術（通信技術）は、私たちの生活や企業、政府・自

治体の活動に欠かせないものになっています。ブロードバンド（高速・大容量ネットワー

クとそれに伴うサービス）＆モバイル（携帯情報端末からのネットワーク利用）環境の進

展やＩＴとネットワーク技術の融合によって「いつでもどこでも」様々な情報通信機器を

通して必要な情報をやり取りできる「ユビキタス社会」が現実のものとなってきました。 

さらに、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）が安心・安全な社会、便利で快適な社会を作っ

ていく基盤となり、その基盤の上で様々な新しいサービスが生み出されて、通信・サービ

ス事業者の市場はもとより、ＮＧＮを活用する企業等の市場も活性化していくと見込まれ

ています。 

ＮＥＣグループは、この新しい社会で、人々が安全で楽しく豊かな生活を送り、企業が

ＩＴやネットワークを活用して競争力の強化や経営効率の向上を実現できるよう、   

「Ｅｍｐｏｗｅｒｅｄ ｂｙ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ」というスローガンのもと、「お客様の

満足度向上」を目指したたゆみない革新（Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ）によって、人々や社会

の新たな可能性の実現に貢献していきたいと考えています。 

そのため、ＮＥＣグループは、ＩＴ／ネットワークソリューション事業、モバイル／パ

ーソナルソリューション事業に加え、半導体などのエレクトロンデバイス事業を通じて、

お客様にとって真に価値のあるソリューションの提供とユビキタス社会の実現を目指して

います。 

そして、株主、顧客、従業員をはじめとするステークホルダー（利害関係者）に対する

責務を認識して企業価値の最大化をはかるとともに、良き企業市民としての社会的責任を

果たし、社会と企業の持続的な成長を目指していきたいと考えています。 
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２．目標とする経営指標 

 

ＮＥＣグループでは、グローバルなエクセレントカンパニーとしての業績水準の実現を

目指し、収益性の拡大に軸足を置いた経営指標として、ＲＯＥを最重要視しています。 

具体的な目標数値の水準として１５％を設定しており、今後、ユビキタス社会の実現や

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の進展といった事業環境の変化をビジネスチャンスとして

捉え、目標の達成を目指してまいります。 

 

３．中長期的な会社の経営戦略 

 

（訂正）平成１９年３月期中間決算短信（連結）（平成１８年１２月２２日開示）により

開示を行なった内容から重要な変更がないため開示を省略します。当該中間決算概要は、

次のＵＲＬからご覧いただくことが出来ます。 

 

（当社ホームページ） 

http://www.nec.co.jp/press/ja/0612/2201.html 
 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
※当社のコードは6701です。 

 

４．会社の対処すべき課題 

 

ＩＴとネットワーク技術の進展によって、「いつでもどこでも」様々な情報通信機器を通

して必要な情報をやり取りできる「ユビキタス社会」が現実のものとなってきました。さ

らに、ＮＧＮが安心・安全な社会、便利で快適な社会を作る基盤となり、その基盤の上で

様々な新しいサービスが生み出されていくものと見込まれています。 

 ＮＥＣグループは、このような事業環境の変化を新たなビジネスチャンスと捉え、ＩＴ

／ＮＷソリューション、モバイル/パーソナルソリューションおよびエレクトロンデバイス

からなる三つの領域において世界水準の技術力を活用した総合的なソリューションを提供

することにより、さらなる成長をはかってまいります。 

 具体的には、ＮＧＮを軸として、通信事業者向けだけではなく、官公庁・地方自治体、

通信・メディア、流通、金融、交通、医療などの各分野においてユビキタス社会の実現に

役立つ様々なソリューションを創造し、ＮＧＮにより活性化された市場における事業を展

開していくとともに、ＮＧＮを支えるプロダクトおよびデバイス事業を拡大し、サービス

プラットフォームを中心としたＮＧＮ関連事業における収益の拡大を目指します。 
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 また、ＮＥＣグループのより一層の成長をはかるためには、グローバルな事業展開を拡

大していくことが必要です。ＮＥＣグループでは、現在、米国、欧州およびアジアにおい

て、国や地域を軸としたシナジーの創出、営業および技術支援体制の強化などを目的とし

て、海外現地法人の再編成などの事業基盤の強化策を進めており、ネットワークシステム

分野については、移動通信システムなどを中心に、またＩＴサービス／ＳＩ分野やＩＴプ

ラットフォーム分野については、シンクライアントなどの競争力のあるソリューションお

よび商品を中心に、海外市場での拡販活動を積極的に実施してまいります。 

 さらに、収益力の強化に関しては、製造部門およびソフトウェア開発部門において継続

している生産革新運動をさらに強化するほか、モバイルターミナル分野については、携帯

電話機の開発のスピードアップや製品供給体制の強化による収益性の確保を目指します。

また、半導体分野では、自動車およびデジタルコンシューマ分野へのリソースの集中、国

内外の生産体制の見直しによる製造コストの削減などＮＥＣエレクトロニクス㈱が平成１

９年２月に発表した事業構造改革のための施策の確実な実施に向けて、ＮＥＣグループ各

社と同社との連携を強化してまいります。 

 ＮＥＣグループは、これらの施策の実行により、事業の拡大と収益力の強化を実現し、「グ

ローバルなイノベーションカンパニー」へと発展してまいります。 

 なお、当社は、平成１８年９月中間決算から、日本の法令に基づく連結決算に関する会

計基準を米国会計基準から日本会計基準に変更することとし、平成１８年１１月、㈱東京

証券取引所等において日本会計基準に基づく中間決算を公表しましたが、同年１２月にこ

の決算数値を訂正いたしました。当社では、この事態を重く受け止め、すでに日本会計基

準に対応する連結決算システムの利用やＮＥＣグループの統一的な会計方針を定めた会計

処理マニュアルの作成および周知徹底などの施策を実施しており、さらに経理部門におけ

るシステムの拡充や人員の強化育成等、決算数値の訂正に関連して㈱東京証券取引所を始

めとする国内各証券取引所に提出した改善報告書に記載した対応策を順次実施することに

より情報開示体制の改善を推進してまいります。 

 また、平成１８年３月期の米国証券取引委員会向け年次報告書につきましては、引き続

き連結財務諸表の監査のために必要な取引データの収集および分析を行い、その早期提出

により、一日も早く遅延状態の解消をはかるものといたします。また、当社の米国預託証

券（ＡＤＲ）が取引されている米国ナスダック・ストック・マーケット（ＮＡＳＤＡＱ）

においては、年次報告書の提出遅延により、当社ＡＤＲの上場廃止が検討されております。

当社といたしましては、年次報告書の早急な作成、提出により当社ＡＤＲのＮＡＳＤＡＱ

上場の維持をはかる所存です。 
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(単位　百万円）

年　度

平成１８年度 平成１７年度 前期末比

（平成19年3月末） （平成18年3月末） 増 (減)
 科　目

（資産の部）

流 動 資 産 2,047,681 2,099,343 (-) 51,662

現金および預金 332,446 404,303 (-) 71,857

受取手形および売掛金 874,543 858,328 16,215

有価証券 91,570 49,242 42,328

たな卸資産 493,224 492,414 810

繰延税金資産 114,560 106,243 8,317

その他 150,895 198,430 (-) 47,535

貸倒引当金 △ 9,557 △ 9,617 60

固 定 資 産 1,683,988 1,703,432 (-) 19,444

有形固定資産 684,529 677,269 7,260

建物および構築物 238,677 244,534 (-) 5,857

機械および装置 214,833 197,839 16,994

工具器具および備品 104,925 104,861 64

土地 92,203 91,694 509

建設仮勘定 33,891 38,341 (-) 4,450

無形固定資産 221,991 236,345 (-) 14,354

のれん 89,566 79,397 10,169

ソフトウェア 126,339 149,892 (-) 23,553

その他 6,086 7,056 (-) 970

投資その他の資産 777,468 789,818 (-) 12,350

投資有価証券 230,504 266,040 (-) 35,536

関係会社株式 221,864 110,319 111,545

繰延税金資産 160,810 214,525 (-) 53,715

その他 181,098 229,845 (-) 48,747

貸倒引当金 △ 16,808 △ 30,911 14,103

  資    産    合　　計 3,731,669 3,802,775 (-) 71,106

 現金および現金同等物　内訳

科目／（単位　百万円）

現金および預金 332,446 404,303 (-) 71,857

有価証券 91,570 49,242 42,328

△ 647 △ 1,175 528

現金および現金同等物 423,369 452,370 (-) 29,001

満期日が３ヵ月を超える
預金および有価証券

 比  較　連　結　貸　借　対　照　表 連結通期
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(単位　百万円）

年　度
平成１８年度 平成１７年度 前期末比

 科　目 （平成19年3月末） （平成18年3月末） 増 (減)

（負債の部）

流 動 負 債 1,695,479 1,675,308 20,171

支払手形および買掛金 786,899 826,335 (-) 39,436

短期借入金 110,385 106,979 3,406

コマーシャル・ペーパー 102,943 35,000 67,943

41,562 29,777 11,785

一年以内に償還予定の社債 76,570 129,268 (-) 52,698

未払費用 285,039 284,502 537

前受金 66,730 52,753 13,977

役員賞与引当金 401 - 401

製品保証等引当金 34,459 11,229 23,230

その他 190,491 199,465 (-) 8,974

固 定 負 債 796,067 884,817 (-) 88,750

社債 443,219 519,791 (-) 76,572

長期借入金 42,759 76,268 (-) 33,509

繰延税金負債 11,424 9,661 1,763

退職給付引当金      216,769 197,434 19,335

電子計算機買戻損失引当金 16,355 19,532 (-) 3,177

製品保証等引当金 2,380 840 1,540

リサイクル費用引当金 5,634 6,137 (-) 503

その他 57,527 55,154 2,373

  負   債    合　　計 2,491,546 2,560,125 (-) 68,579

（純資産の部）

株 主 資 本 972,438 949,915 22,523

資本金 337,822 337,821 1

資本剰余金 464,838 441,155 23,683

利益剰余金 173,003 173,808 (-) 805

自己株式 △ 3,225 △ 2,869 (-) 356

評価・換算差額等 66,370 79,892 (-) 13,522

その他有価証券評価差額金 57,706 78,128 (-) 20,422

繰延ヘッジ損益 △ 143 - (-) 143

為替換算調整勘定 8,807 1,764 7,043

新株予約権 81 - 81

少数株主持分 201,234 212,843 (-) 11,609

  純  資  産  合  計 1,240,123 1,242,650 (-) 2,527

  負 債 および 純 資 産 合 計 3,731,669 3,802,775 (-) 71,106

有利子負債残高 859,292 935,103 (-) 75,811

有利子負債残高（ＮＥＴベース）(*) 435,923 482,733 (-) 46,810

自己資本 1,038,808 1,029,807 9,001

自己資本比率 27.8 ％ 27.1 ％ 0.7 ％

株主資本比率 26.1 ％ 25.0 ％ 1.1 ％

Ｄ／Ｅ　レシオ 0.83 倍 0.91 倍 (-) 0.08 倍

Ｄ／Ｅ　レシオ（ＮＥＴベース）(*) 0.42 倍 0.47 倍 (-) 0.05 倍

* 現金および現金同等物控除後

注1）平成18年３月31日現在の数値については比較のため、数値を並べ替えて表示しています。
注2）自己資本は、「純資産合計」から「新株予約権」および「少数株主持分」を控除したものです。
注3）Ｄ／Ｅレシオは、有利子負債残高を自己資本で除して計算したものです。

一年以内に返済予定の長期借入金
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　（単位　百万円）

年　　度 平成１８年度 平成１７年度

自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 前期比

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日       

対売上 対売上 比率

 科　　目 高比率 高比率

％ ％ ％

4,652,649 100.0 4,929,970 100.0 (-) 277,321 94.4

3,242,459 69.7 3,523,577 71.5 (-) 281,118 92.0

1,410,190 30.3 1,406,393 28.5 3,797 100.3

1,340,214 28.8 1,333,867 27.0 6,347 100.5

69,976 1.5 72,526 1.5 (-) 2,550 96.5

26,195 0.6 32,652 0.7 (-) 6,457 80.2

受 取 利 息 8,951 6,664 2,287

受 取 配 当 金 3,622 4,079 (-) 457

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 - 6,195 (-) 6,195

為 替 差 益 - 1,042 (-) 1,042

そ の 他 13,622 14,672 (-) 1,050

79,824 1.7 90,223 1.9 (-) 10,399 88.5

支 払 利 息 16,161 16,810 (-) 649

固 定 資 産 廃 棄 損 15,639 16,547 (-) 908

退 職 給 付 費 用 13,863 13,527 336

和 解 金 お よ び 損 害 賠 償 金 7,510 19,126 (-) 11,616

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 4,006 - 4,006

為 替 差 損 2,622 - 2,622

そ の 他 20,023 24,213 (-) 4,190

16,347 0.4 14,955 0.3 1,392 109.3

115,155 2.5 58,803 1.2 56,352 195.8

退 職 給 付 信 託 解 約 益 69,533 - 69,533

投 資 有 価 証 券 売 却 益 25,651 25,189 462

持 分 変 動 利 益 8,630 2,909 5,721

退 職 給 付 信 託 設 定 益 6,534 - 6,534

固 定 資 産 売 却 益 2,872 4,590 (-) 1,718

リサイクル費用引当金戻入益 1,892 860 1,032

関 係 会 社 株 式 売 却 益 41 23,220 (-) 23,179

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益 - 2,035 (-) 2,035

新 株 予 約 権 戻 入 益 2 - 2

35,205 0.8 22,023 0.5 13,182 159.9

事 業 構 造 改 革 費 用 15,805 1,681 14,124

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 10,058 10,162 (-) 104

製 品 不 具 合 対 策 費 用 4,695 - 4,695

減 損 損 失 2,768 661 2,107

退 職 給 付 関 連 費 用 991 560 431

関 係 会 社 株 式 売 却 損 661 - 661

固 定 資 産 売 却 損 208 - 208

投 資 有 価 証 券 売 却 損 19 378 (-) 359

製 品 保 証 等 引 当 金 繰 入 額 - 8,581 (-) 8,581

96,297 2.1 51,735 1.0 44,562 186.1

30,728 0.7 25,957 0.5 4,771 118.4

62,242 1.3 47,192 1.0 15,050 131.9

△ 5,801 (-)0.1 △ 11,352 (-)0.3 5,551 51.1

9,128 0.2 △ 10,062 (-)0.2 19,190 -

 比　較　連  結  損　益　計　算　書 

特 別 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

増(減)

経 常 利 益

営 業 外 収 益

当期純利益または当期純損失（△）

少 数 株 主 損 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

売 上 総 利 益

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

( )()

連結通期
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連　結　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

平成１８年度（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日） （単位　百万円）

337,821 441,155 173,808 △ 2,869 949,915

株 式 交 換 に よ る 増 加 24,382 24,382

転 換 社 債 型 新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換 1 1 2

役 員 賞 与 △ 200 △ 200

剰 余 金 の 配 当 △ 14,081 △ 14,081

当 期 純 利 益 9,128 9,128

自 己 株 式 の 取 得 △ 558 △ 558

自 己 株 式 の 処 分 △ 153 202 49

持 分 法 適 用 範 囲 の 変 動 4,348 4,348

そ の 他 △ 547 △ 547

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） -

1 23,683 △ 805 △ 356 22,523

337,822 464,838 173,003 △ 3,225 972,438

78,128 - 1,764 - 212,843 1,242,650

株 式 交 換 に よ る 増 加 24,382

転 換 社 債 型 新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換 2

役 員 賞 与 △ 200

剰 余 金 の 配 当 △ 14,081

当 期 純 利 益 9,128

自 己 株 式 の 取 得 △ 558

自 己 株 式 の 処 分 49

持 分 法 適 用 範 囲 の 変 動 4,348

そ の 他 △ 547

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 20,422 △ 143 7,043 81 △ 11,609 △ 25,050

△ 20,422 △ 143 7,043 81 △ 11,609 △ 2,527

57,706 △ 143 8,807 81 201,234 1,240,123

新株予約権 純資産合計
少数株主
持分

株主資本

資本金 自己株式
株主資本
合計

為替換算
調整勘定

評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

平 成 19 年 ３ 月 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

平 成 18 年 ３ 月 末 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

平 成 19 年 ３ 月 末 残 高

平 成 18 年 ３ 月 末 残 高

連結通期
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(単位　百万円）

年　　度

科　　目

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 96,297 51,735 44,562

減 価 償 却 費 198,398 198,956 (-) 558

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 4,006 △ 6,195 10,201

持 分 変 動 利 益 △ 8,630 △ 2,909 (-) 5,721

売 上 債 権 の 増 加 額 △ 31,524 △ 76,683 45,159

た な 卸 資 産 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額 △ 14,098 34,878 (-) 48,976

仕 入 債 務 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額 △ 24,413 14,650 (-) 39,063

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 28,107 △ 38,042 9,935

そ の 他 46,389 49,414 (-) 3,025

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 238,318 225,804 12,514

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 お よ び 売 却 △ 136,499 △ 89,990 (-) 46,509

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 36,262 △ 47,635 11,373

投 資 有 価 証 券 等 の 取 得 お よ び 売 却 3,751 51,789 (-) 48,038

そ の 他 △ 666 1,149 (-) 1,815

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 169,676 △ 84,687 (-) 84,989

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

社 債 お よ び 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 101,458 △ 189,883 88,425

配 当 金 の 支 払 額 △ 14,060 △ 11,729 (-) 2,331

そ の 他 11,779 1,413 10,366

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 103,739 △ 200,199 96,460

Ⅳ　現金および現金同等物にかかる換算差額 6,096 9,950 (-) 3,854

Ⅴ　現金および現金同等物の減少額 △ 29,001 △ 49,132 20,131

Ⅵ　現金および現金同等物の期首残高 452,370 501,502 (-) 49,132

Ⅶ　現金および現金同等物の期末残高 423,369 452,370 (-) 29,001

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

前期比

増（減）

至 平成18年 3月31日

平成１７年度

自 平成17年 4月 1日

　比 較 連 結 キャッシュ・フロー 計 算 書　

平成１８年度

連結通期

( () )
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連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
 

 1. 連結財務諸表の作成方法 
    当社の連結財務諸表は、従来「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和51年大蔵省令第28号、以下「連結財務諸表規則」といいます。）第93条(適用時
は87条)の規定により、米国において一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、
様式および作成方法（以下「米国会計基準」といいます。）に準拠して作成されていま
した。しかし、当社は、1934年米国証券取引所法に基づき米国会計基準に従い米国証券
取引委員会（以下「SEC」といいます。）に提出すべき平成18年３月期年次報告（様式
20-F）を所定の提出期限までに提出することが困難となったため、平成18年９月中間決
算から、連結財務諸表規則第93条(適用時は87条)の適用に代えて、わが国の証券取引法
に基づく開示書類については、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準（以下「日本会計基準」といいます。）を採用することとしました。 

 
 2. 連結の範囲に関する事項 
   連結子会社の数 342社
     主要な連結子会社 

NECエレクトロニクス㈱、NECコーポレーション・オブ・アメリカ社、NECパーソナ
ルプロダクツ㈱、NECヨーロッパ社、日電（中国）有限公司、NECネッツエスアイ㈱、
NECトーキン㈱、NECインフロンティア㈱、NECフィールディング㈱、日本アビオニ
クス㈱、NECモバイリング㈱ 

 
     平成18年度の連結範囲の異動は、増加32社、減少46社で、主な増減は以下のとおり 
    です。 

取得・設立等により、連結子会社とした会社の数 32社
主要な会社名 
NECビッグローブ㈱、NECエレクトロニクス韓国社、NECフィリップス・ユニ  
ファイド・ソリューションズ社、NECトーキン・コリア社、他 

清算・売却等により、減少した会社の数 36社
主要な会社名 
北光電子㈱、パッカードベル社、NEC USA社、NECレーザ・オートメーション㈱、
御殿場日本電気㈱、他 

合併により、減少した会社の数 10社
 

（旧） （新） 
トーキン商工㈱ 
NECトーキン富山㈱ 
NECトーキン岩手㈱ 
NECトーキン栃木㈱ 
NECトーキン兵庫㈱ 
NECトーキン㈱ 

NECトーキン㈱ 

NECアメリカ社 
NECソリューションズ（アメリカ）社 

NECコーポレーション・オブ・アメリカ社

NEC化合物デバイス㈱ 
NECデバイスポート㈱ 
NECエレクトロニクス㈱ 

NECエレクトロニクス㈱ 

エピファニー・ソリューションズ㈱ 
㈱アビームシステムエンジニアリング 

㈱アビームシステムエンジニアリング 

クオーバル・インテグレイテッド・ソリ
ューション社 
アビームコンサルティング（ユーエスエ
ー）社 

アビームコンサルティング（ユーエスエ
ー）社 
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 3. 持分法の適用に関する事項 
  (1) 持分法適用会社の数 

持分法を適用した非連結子会社はありません。 
持分法を適用した関連会社の数 68社
主要な会社名 
㈱プレオマート、キーウェアソリューションズ㈱、日本コンピューター・システ
ム㈱、㈱南東京ケーブルテレビ、アラクサラネットワークス㈱、NECリース㈱、
日本電気硝子㈱、アンリツ㈱、日本航空電子工業㈱、㈱ホンダエレシス、NEC SCHOTT 
コンポーネンツ㈱、㈱シンシア、㈱トッパンNECサーキットソリューションズ、
上海広電NEC液晶顕示器有限公司、ソニーNECオプティアーク㈱、アドコアテック
㈱ 

平成18年度の持分法適用会社の異動は、増加がソニーNECオプティアーク㈱、アドコ
アテック㈱、他３社の計５社、減少が華虹半導体有限公司、びわ銀ソフトウェア㈱、
他３社の計５社です。 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社はありません。 
(3) 議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のう
ち関連会社としなかった会社等の名称等 
会社名 
日本電子計算機㈱ 
関連会社としなかった理由 
同社の発行済株式総数の20％以上を所有していますが、同社は情報処理産業振興の
ため、国産電子計算機製造社等６社の共同出資により運営されている特殊な会社と
して関連会社から除外しています。 
 

 4. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、以下の会社を除き、決算日は３月31日です。 
NEC・ド・ブラジル社、NECソリューションズ・ブラジル社、首鋼日電電子有限公司、
NECアルヘンチーナ社、NECチリ社、NECフィリップス・ユニファイド・ソリューショ
ンズ社、他53社 
上記の会社の決算日は主に12月31日であり、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使
用しています。 
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
います。 
 

 5. 会計処理基準に関する事項 
   連結子会社が採用する会計処理基準と当社が使用する会計処理基準とは、おおむね同一 

です。ただし、海外の連結子会社が採用する会計処理基準の一部は、各国の会計処理 
基準に準拠しています。 

  (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 
   ①有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 
・時価のあるもの … 期末日の市場価格等に基づく時価法 
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定 
・時価のないもの … 移動平均法による原価法 

   ②デリバティブの評価基準および評価方法 
デリバティブ … 時価法 

   ③たな卸資産の評価基準および評価方法 
評価基準は以下の評価方法に基づく低価法を採用しています。 
製品 注文生産品…………主に個別法 仕掛品 注文生産品………主に個別法 
   標準量産品…………主に先入先出法     標準量産品………主に総平均法 
 半製品、原材料、その他…主に先入先出法
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  (2) 重要な減価償却資産の評価基準および評価方法 
①有形固定資産 
主として定率法を採用しています。 
主な耐用年数は次のとおりです。 
建物および構築物 ７～50年 機械および装置、工具器具および備品 ２～22年 
なお、リース資産については、リース期間にわたって定率法により償却しています。 

②無形固定資産 
ソフトウェア…………………… 市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量

または見込販売収益に基づく償却方法（主として見込有
効期間３年以内）を採用し、自社利用目的のソフトウェ
アについては、社内における見込利用可能期間（最長５
年）に基づく定額法を採用しています。 

のれん…………………………… のれんについては、20年以内の効果が及ぶ期間で均等償
却しています。 

③投資その他の資産 
長期前払費用…………………… 毎期均等償却または販売実績等に基づいた償却を行っ

ています。 
  (3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金……………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しています。 

役員賞与引当金………………… 当社および国内子会社は役員賞与の支出に備えるため、
平成18年度における支給見込額を計上しています。 

製品保証等引当金……………… 当社および当社の連結子会社は、製品販売後または受託
開発プログラム引渡後の無償修理費用の支出に備える
ため売上高等に対する過去の実績率および個別に追加
原価の発生可能性を基礎とした見積額を計上していま
す。 
（追加情報） 
「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上
の取扱い」（実務対応報告第17号 平成18年３月30日）
を平成18年度から適用し、客先納品後の瑕疵補修費用等
の支出に備えるため、過去の実績率に基づいた見積額お
よび個別に追加原価の発生可能性を基礎とした見積額
を計上しています。この結果、従来と同一の方法を採用
した場合と比べ、平成18年度の営業利益、経常利益およ
び税金等調整前当期純利益は、それぞれ13,370百万円減
少しております。 

退職給付引当金………………… 従業員の退職給付に備えるため、平成18年度末における
退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、平成18
年度において発生していると認められる額を計上して
います。 
会計基準変更時差異は、主として15年による按分額を費
用処理しています。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（主として14年）による定額法によ
り費用処理しています。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（主として12年）による定額法
により翌年度から費用処理しています。 

電子計算機買戻損失引当金…… 電子計算機の買戻時の損失の補てんに充てるため、過去
の実績に基づいて算出した買戻損失発生見込額を計上
しています。 
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リサイクル費用引当金………… 当社の連結子会社は、PCリサイクル制度に基づき、販売

した家庭用パソコン回収時のリサイクル費用の支出に
備えるため、出荷台数と回収率を基に当該発生見積額を
計上しています。なお、連結会計年度ごとに、JEITA（㈳
電子情報技術産業協会）の報告書および当社の連結子会
社の回収再資源化実績等を用いて、引当にかかる係数を
毎期見直ししていることから、過年度の修正分を特別利
益に計上しています。 

 (4) その他連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項 
重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しています。なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株主持分に
含めています。 
 
重要なリース取引の処理方法 
借手側となるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた会計
処理によっています。 
 
重要なヘッジ会計の処理 
①ヘッジ会計の方法 
金利リスクをヘッジするデリバティブ取引につき、繰延ヘッジ処理を適用して
います。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段………………金利スワップ 
ヘッジ対象………………社債および借入金 

③ヘッジ方針 
当社および当社の連結子会社の内部規程である「リスク管理規程」に基づき、
相場変動を相殺、またはキャッシュ・フローを固定する目的で、デリバティブ
取引を利用しています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段の
相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を
基礎にして判断しています。 

消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 
連結納税制度の適用 
連結納税制度を適用しています。 

 
 6. 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価方法は、部分時価評価法によっています。 
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連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
 会計処理の変更 
 
  1. 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

平成18年度より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準
第５号 平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基
準等の適用指針｣（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用してい
ます。従来の資本の部の合計に相当する金額は1,038,951百万円です。 

  2. 企業結合に係る会計基準等 
平成18年度より、｢企業結合に係る会計基準｣（企業会計審議会 平成15年10月31日）
および「事業分離等に関する会計基準｣（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）
ならびに ｢企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針｣（企業会計
基準適用指針第10号 最終改正平成18年12月22日）を適用しています。 

  3. 自己株式および準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正 
平成18年度より、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準｣（企
業会計基準第１号 最終改正平成18年８月11日）および「自己株式及び準備金の額の
減少等に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第２号 最終改正平成
18年８月11日）を適用しています。これによる損益に与える影響はありません。 

  4. 役員賞与に関する会計基準 
平成18年度より、｢役員賞与に関する会計基準｣（企業会計基準第４号 平成17年11月
29日）を適用しています。これにより営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益
は、それぞれ401百万円減少しています。 

  5. ストック・オプション等に関する会計基準等 
平成18年度より、｢ストック・オプション等に関する会計基準｣（企業会計基準第８号 
平成17年12月27日）および「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針｣
（企業会計基準適用指針第11号 最終改正平成18年５月31日）を適用しています。こ
れによる損益に与える影響は軽微です。 
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連結財務諸表に関する注記 
 

 （連結貸借対照表関係） 
 1. 担保に供している資産および担保にかかる債務 
  (1) 担保に供している資産 

建物および構築物 6,846百万円
機械および装置 1,385百万円
土地 7,132百万円
その他 103百万円
 計 15,466百万円

  (2) 担保にかかる債務 
短期借入金 2,267百万円
長期借入金 2,249百万円
その他 162百万円
 計 4,678百万円

 
 2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,789,062百万円
 
3. 保証債務 
 
保証債務残高 
 他の会社等の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 
  
上海広電NEC液晶顕示器有限公司 20,688百万円
従業員 12,928百万円
ソニーNECオプティアーク㈱ 770百万円
㈱トッパンNECサーキットソリューションズ 554百万円
その他 2,022百万円
 計 36,962百万円

 
   オペレーティング・リース残価保証 
 

三井住友銀リース㈱ 19,393百万円
東銀リース㈱ 3,810百万円
興銀リース㈱ 1,496百万円
その他 452百万円
 計 25,151百万円

 
 

重要な係争案件… 当社の連結子会社である NEC エレクトロニクス・アメリカ社は、米国

DRAM 業界における独占禁止法（反トラスト法）違反行為による損害賠償

を求める複数の直接・間接の DRAM 製品の購入者からの民事訴訟（集団訴

訟）および米国の複数の州の司法長官による訴訟の被告となっており、

過去において、NEC グループから直接 DRAM を購入した顧客（直接購入者

の集団訴訟の原告代理人を含む。）の多くと和解に合意しましたが、ま

だ一部の顧客について和解交渉を進めています。また、NEC グループ

は、欧州においても、DRAM 業界における競争法違反の可能性に関し欧州

委員会が行っている調査に協力し、情報提供を行っております。これら

の米国での民事訴訟および和解交渉ならびに欧州委員会による調査につ

いては、現時点で結論は出ていませんが、米国での民事訴訟および和解

交渉に関し今後発生する可能性のある損失の見積額を計上しています。
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 4. 受取手形割引高 447百万円
 5. 受取手形裏書譲渡高 959百万円
 
（連結損益計算書関係） 
 1.退職給付信託解約益 

資産の運用改善等に伴い、当社の年金資産の時価が退職給付債務に対し積立超過の状況と
なったため、退職給付信託設定していた日本電気硝子㈱株式の一部を解約したことによる
ものです。 

  
2.減損損失 
（1）減損損失を認識した資産または資産グループの概要 

用 途 種 類 場 所 
事業用資産 建物および構築物、無形固定資産等 東京都品川区 
事業用資産 建物および構築物、工具器具および備品等 神奈川県横浜市 
遊休資産 土地、機械および装置 山形県鶴岡市 
遊休資産 土地 静岡県駿東郡他 

 
（2）減損損失の認識に至った経緯 
事業用固定資産における収益性の低下および遊休資産における市場価格の下落により投資額
の回収が見込めなくなったため、減損損失を特別損失として計上しています。 

 
（3）減損損失の金額 

建物および構築物 231百万円 
土      地 400百万円 
機械および装置 338百万円 
工具器具および備品 310百万円 
ソフトウェア 1,080百万円 
無形固定資産－その他 260百万円 
投資その他の資産－その他   149百万円 
合    計 2,768百万円 
 

（4）資産のグルーピングの方法 
原則として、当社の事業本部単位および継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分
を基礎として資産のグルーピングを行い、遊休資産については当該資産単独でグルーピング
しています。 

 
（5）回収可能額の算定方法 
事業用資産の回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額を使用して
います。遊休資産については、正味売却価額を使用しています。 
正味売却価額は、固定資産税評価額等を基準にして合理的に算定しています。使用価値につ
いては将来キャッシュ・フローがマイナスのため、備忘価額により評価しています。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 
 
 1. 平成18年度末の発行済株式の種類および総数 

普 通 株 式 2,029,555,412株
 
 2. 配当に関する事項 
  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 5,979 ３ 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年11月21日 
取締役会 

普通株式 8,105 ４ 平成18年９月30日 平成18年12月１日

計  14,084     

 
  (2) 基準日が平成18年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成19年５月21日開催の臨時取締役会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお
り提案し、決議いたしました。 
①配当金の総額 8,104百万円
②１株当たり配当額 ４円
③基準日 平成19年３月31日
④効力発生日 平成19年６月７日
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報
 （１）平成１８年度（自　平成18年 4月 1日　　至　平成19年 3月31日）

IT/NW
ｿﾘｭｰｼｮﾝ
事業

ﾓﾊﾞｲﾙ/
ﾊﾟｰｿﾅﾙ
ｿﾘｭｰｼｮﾝ
事業

ｴﾚｸﾄﾛﾝ
ﾃﾞﾊﾞｲｽ
事業

その他 計
消去
または
全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高

　　（1）外部顧客に対する売上高 2,659,774 801,692 816,918 374,265 4,652,649 － 4,652,649

　　（2）セグメント間の内部売上高または

         振替高 99,032 163,311 44,083 174,401 480,827 △480,827 －

計 2,758,806 965,003 861,001 548,666 5,133,476 △480,827 4,652,649

営業費用 2,604,742 998,493 884,036 530,928 5,018,199 △435,526 4,582,673

営業利益または営業損失（△） 154,064 △33,490 △23,035 17,738 115,277 △45,301 69,976

 （２）平成１７年度（自　平成17年 4月 1日　　至　平成18年 3月31日）

IT/NW
ｿﾘｭｰｼｮﾝ
事業

ﾓﾊﾞｲﾙ/
ﾊﾟｰｿﾅﾙ
ｿﾘｭｰｼｮﾝ
事業

ｴﾚｸﾄﾛﾝ
ﾃﾞﾊﾞｲｽ
事業

その他 計
消去
または
全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高

　　（1）外部顧客に対する売上高 2,653,732 1,077,198 771,625 427,415 4,929,970 － 4,929,970

　　（2）セグメント間の内部売上高または

         振替高 108,683 173,059 44,313 171,454 497,509 △497,509 －

計 2,762,415 1,250,257 815,938 598,869 5,427,479 △497,509 4,929,970

営業費用 2,581,583 1,305,573 846,732 581,247 5,315,135 △457,691 4,857,444

営業利益または営業損失（△） 180,832 △55,316 △30,794 17,622 112,344 △39,818 72,526

（注）１．提供する製品およびサービスの種類、性質、販売市場の類似性を考慮して事業区分を行っています。

　　　２．各事業の主な内容

             IT/NWｿﾘｭｰｼｮﾝ事業・・・・・・・・・・・・・ ｼｽﾃﾑ構築、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ、ｻﾎﾟｰﾄ(保守)、ｻｰﾊﾞ、ｽﾄﾚｰｼﾞ製品、専用ﾜｰｸ

ｽﾃｰｼｮﾝ、企業向けﾊﾟｿｺﾝ、ITｿﾌﾄｳｪｱ、企業向けﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ、通信事業者向け

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ、放送映像ｼｽﾃﾑ、制御ｼｽﾃﾑ、航空宇宙・防衛ｼｽﾃﾑ

　　　　　　ﾓﾊﾞｲﾙ/ﾊﾟｰｿﾅﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ事業・・・・・ 携帯電話機、ﾊﾟｿｺﾝ、ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ機器、BIGLOBE

　　　　　　ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ事業・・・・・・・・・・・・・・ ｼｽﾃﾑLSIなどの半導体、電子部品、液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾓｼﾞｭｰﾙ

　　　３．営業費用のうち「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、平成１８年度47,136百万円、平成１７年度

　　　　　48,394百万円であり、その主なものは、親会社の本社部門一般管理費および基礎的試験研究費です。

        

　　（２） その他・・・アメリカ、中国

日本 欧州 その他 計
消去または
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

3,683,325 387,962 581,362 4,652,649 － 4,652,649

418,520 17,255 205,108 640,883 △640,883 －

4,101,845 405,217 786,470 5,293,532 △640,883 4,652,649

4,024,759 409,139 785,276 5,219,174 △636,501 4,582,673

77,086 △3,922 1,194 74,358 △4,382 69,976

日本 欧州 その他 計
消去または
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

3,825,580 494,330 610,060 4,929,970 － 4,929,970

440,730 20,007 256,735 717,472 △717,472 －

4,266,310 514,337 866,795 5,647,442 △717,472 4,929,970

4,203,954 512,159 862,437 5,578,550 △721,106 4,857,444

62,356 2,178 4,358 68,892 3,634 72,526

（注） １．国または地域の区分は、地理的接近度によっています。

２．日本以外の区分に属する主な国または地域

    （１） 欧州・・・イギリス、フランス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン

営業費用

営業利益または営業損失（△）

売上高

 （１）平成１８年度（自　平成18年 4月1日　　至　平成19年 3月31日）

 （２）平成１７年度（自　平成17年 4月1日　　至　平成18年 3月31日）

２．所在地別セグメント情報

　(2)セグメント間の内部売上高または
      振替高

　(1)外部顧客に対する売上高

売上高

　(1)外部顧客に対する売上高

　(2)セグメント間の内部売上高または
      振替高

　計

営業費用

営業利益または営業損失（△）

　計
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３．海外売上高

 （１）平成１８年度（自　平成18年 4月1日　　至　平成19年 3月31日）

　Ⅰ海外売上高（百万円）

　Ⅱ連結売上高（百万円）

　Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％）

 （２）平成１７年度（自　平成17年 4月1日　　至　平成18年 3月31日）

　Ⅰ海外売上高（百万円）

　Ⅱ連結売上高（百万円）

　Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％）

（注） １．国または地域の区分は、地理的接近度によっています。

２．日本以外の区分に属する主な国または地域

　　　　   （１） 欧州・・・イギリス、フランス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン

   （２） その他・・・アメリカ、中国

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。

16.5

－

9.6

－

欧州

26.1

4,652,649

1,213,685

合計

765,198

その他

448,487

合計

555,107 789,575 1,344,682

欧州 その他

4,929,970

11.3 16.0 27.3

－ －

１年以内 41,856 百万円 １年以内 39,543 百万円
１年超 144,979 １年超 159,528
　合計 186,835 　合計 199,071

オペレーティング・リース取引
(借手側)
未経過リース料

平成１８年度 平成１７年度

(リース取引)

オペレーティング・リース取引
(借手側)
未経過リース料
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（税効果会計） 
 

    
1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
   (繰延税金資産) 

 平成18年度 平成17年度 

繰越欠損金 

退職給付引当金損金算入限度額超過額 

関係会社投資 

未払費用および製品保証等引当金 

減価償却超過額 

投資有価証券評価損失 

研究開発費 

連結会社間取引による内部未実現利益 

電子計算機買戻損失準備金 

その他 

173,034百万円 

129,354 

  86,698 

72,709 

42,854 

17,878 

14,553 

13,320 

6,028 

86,399 

102,524百万円 

127,836 

117,396 

63,706 

44,819 

21,779 

14,850 

14,701 

7,151 

86,478 

繰延税金資産小計 

評価引当金 

642,827   

△185,136 

601,240 

△114,808 

繰延税金資産合計 457,691 486,432 

    
(繰延税金負債) 

退職給付信託解約に伴う有価証券取得 

退職給付信託設定益 

その他有価証券評価差額金 

未分配利益の税効果 

租税特別措置法上の準備金 

その他 

△56,184 

△47,742 

△29,300 

△27,204 

△3,779 

△30,498 

         - 

△73,370 

△45,172 

△21,753 

△7,933 

△28,139 

繰延税金負債合計 △194,707 △176,367 

繰延税金資産の純額 262,984 310,065 

 

    
(注)  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の項目に含まれています。 

流動資産 ― 繰延税金資産 

固定資産 ― 繰延税金資産 

流動負債 ― その他 

固定負債 ― 繰延税金負債 

114,560百万円 

160,810 

△962 

△11,424 

106,243百万円 

214,525 

△1,042 

△9,661 

 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5 ％ 40.5 ％  

    (調整) 

評価引当金の増加額 

未分配利益の税効果 

損金不算入の費用 

のれんの償却額 

持分法による投資損失および投資利益 

連結会社間取引による内部未実現利益 

海外税率差異 

その他 

41.8 

6.6 

6.1 

3.5 

2.3 

1.7 

△1.5 

△4.5 

87.5 

18.5 

7.4 

4.8 

△7.1 

△1.4 

△4.6 

△4.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 96.5 141.4 
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（有価証券） 

平成18年度 

1. その他有価証券で時価のあるもの 
 

 種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額（百万円) 

差額 
(百万円) 

1. 株式 57,317 144,790 87,473

2. 債券    

  ①国債・地方債 5 8 3

  ②社債 - - -

3. その他 58 95 37

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

  小計 57,380 144,893 87,513

1. 株式 5,918 5,051 △867

2. 債券    

  ①国債・地方債 22 22 0

  ②社債 600 598 △2

3. その他 1,657 1,616 △41

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

  小計 8,197 7,287 △910

合計 65,577 152,180 86,603

 

2. 平成18年度中に売却したその他有価証券 
 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

38,432 25,651 19

 

3. 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 
 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

1. 株式 70,132

2. 債券 24,979

3. 
 
 

投資事業有限責任組合契約に基づく権利、および外国の
法令に基づく契約であって、投資事業有限責任組合契約に
類するものに基づく権利 

6,945

4. コマーシャル・ペーパー 54,970

5. MMF  11,477
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4.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

1. 債券     

 国債・地方債 23,983 - 8 22

 社債 - 996 - 598

 コマーシャル・ペーパー 54,970 - - -

2. その他 1,140 - - -

合計 80,093 996 8 620

 

5.保有目的を変更した有価証券 

従来、「関連会社株式」として保有していた華虹半導体有限公司の株式を「その他有価証券」に 

変更しています。なお、変更した理由は次のとおりです。 

 変更理由 

 

 華虹半導体有限公司 
 

平成18年度において、同社に対する重要な影響力を与えることが
できなくなったため持分法適用会社から除外したことによるもの
です。 

 

この結果、投資有価証券18,233百万円増加し、関係会社株式が同額減少しています。 
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平成17年度 

1.その他有価証券で時価のあるもの 
 

 種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額（百万円) 

差額 
(百万円) 

1. 株式 68,176 193,849 125,673

2. 債券    

  ①国債・地方債 - - -

  ②社債 - - -

3. その他 33 37 4

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

  小計 68,209 193,886 125,677

1. 株式 2,509 2,201 △308

2. 債券    

  ①国債・地方債 16 15 △1

  ②社債 800 796 △4

3. その他 1,126 955 △171

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

  小計 4,451 3,967 △484

合計 72,660 197,853 125,193

 

2.平成17年度中に売却したその他有価証券 
 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

36,271 25,189 378

 

3.時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 
 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

1. 株式 56,632

2. 債券 7,709

3. 
 
 

投資事業有限責任組合契約に基づく権利、および外国の
法令に基づく契約であって、投資事業有限責任組合契約に
類するものに基づく権利 

7,679

4. コマーシャル・ペーパー 40,015

5. MMF  3,809
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4. その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

1. 債券     

 国債・地方債 2,000 - - 16

 社債 210 3,696 - 600

 コマーシャル・ペーパー 40,015 - - -

 利付金融債 2,003 - - -

2. その他 1,205 - - -

合計 45,433 3,696 - 616

 

5. 保有目的を変更した有価証券 

 従来、「関連会社株式」として保有していたエルピーダメモリ㈱および東洋通信機㈱（現エプソ 

ントヨコム㈱）の株式を「その他有価証券」に変更しています。なお、変更した理由は次のとおり

です。 

 変更理由 

 

エルピーダメモリ㈱ 
 

平成17年度において、当社保有のエルピーダメモリ㈱株式の一部
を売却し当社の持分比率が低下したことにより、同社に対する重
要な影響力を与えることができなくなったため持分法適用会社か
ら除外したことによるものです。 

東洋通信機㈱ 
 (現エプソントヨコム㈱) 
 

平成17年度において、東洋通信機㈱が第三者割当増資をしたこと
により当社の持分比率が低下し、同社に対する重要な影響力を与
えることができなくなったため持分法適用会社から除外したこと
によるものです。 

 

この結果、投資有価証券36,057百万円、その他有価証券評価差額金が26,601百万円増加していま

す。 
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（退職給付関係） 

 

1. 採用している退職給付制度の概要 

 

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金

制度および退職一時金制度を設けています。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。 

海外連結子会社の大部分は、実質的に各社の全ての従業員を対象とする種々の退職金制度を採用

しています。それらは主に確定給付型および確定拠出型の制度です。 

当社および一部の国内連結子会社においては、退職給付信託を設定しています。当社の年金資産

は株式市況の回復等により退職給付債務に対して超過しており、今後も積立超過の状態が継続す

ることを合理的に予測できる範囲内で、平成18年度に退職給付信託の一部を解約しました。 

当社および一部の国内連結子会社が加入していた日本電気厚生年金基金は、代行部分について、

平成14年９月に将来分支給義務免除の認可を、平成15年12月に過去分返上の認可を厚生労働大臣

から受けました。これに伴い、厚生年金基金制度から確定給付企業年金制度へ移行しました。 

また、一部の国内連結子会社においては、厚生年金基金の代行部分について、平成18年２月に厚

生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成18年５月に国に返還額の納付を行いました。 

平成15年度以降、当社および一部の国内連結子会社は、退職給付制度にポイント制を導入しまし

た。この制度のもとでは、従業員の職階と成績に応じて付与されるポイントの累計数に基づいて、

給付額が計算されます。 

平成15年度以降、当社および一部の国内連結子会社は、厚生年金基金制度または適格退職年金制

度から確定給付企業年金制度に移行し、キャッシュバランスプランを導入しました。この制度の

もとでは、年金加入者の個人別勘定に、職階に応じて付与されるポイントおよび市場金利を基と

した再評価率等により計算された利息ポイントに基づいて計算された金額が積み立てられます。 
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２． 退職給付債務に関する事項 
 

 
平成18年度 
(百万円) 

平成17年度 
（百万円） 

イ. 退職給付債務 △1,093,808 △1,069,130

ロ. 年金資産     863,303 947,712

ハ. 未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △230,505 △121,418

ニ. 会計基準変更時差異の未処理額  116,897 131,829

ホ. 未認識数理計算上の差異   68,875 △5,325

へ. 未認識過去勤務債務（債務の減額）  △105,614 △114,793

ト. 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △150,347 △109,707

チ. 前払年金費用    66,422 87,727

リ. 退職給付引当金（ト－チ）   △216,769 △197,434
 
(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しています。 

 

 

３． 退職給付費用に関する事項 
 

 
平成18年度 
（百万円） 

平成17年度 
(百万円) 

イ. 勤務費用     45,739 44,674

ロ. 利息費用     26,048 24,774

ハ. 期待運用収益    △15,292 △14,794

ニ. 会計基準変更時差異の費用処理額  14,782 14,834

ホ. 数理計算上の差異の費用処理額  3,311 17,260

へ. 過去勤務債務の費用処理額   △8,838 △8,808

ト. その他 (注) 2 3,633 2,428

チ. 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） 69,383 80,368

リ. 厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 - △2,035

     計（チ＋リ） 69,383 78,333
 
（注）1. 簡便法を適用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて

計上しています。 

2. 「ト.その他」は確定拠出年金への掛金拠出です。 
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４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

 平成18年度 平成17年度 

イ. 退職給付見込額の期間配分方法 主としてポイント基準 同左 

ロ. 割引率 主として2.5％  2.5％ 

ハ. 期待運用収益率 主として2.5％  2.5％ 

ニ. 過去勤務債務の額の処理年数  

主として14年（発生時の
従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数によ
る定額法によるもので
す｡） 

同左 

ホ. 数理計算上の差異の処理年数  

主として12年（各連結会
計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数によ
る定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理
することとしています｡）

主として13年（各連結会
計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数によ
る定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理
することとしている｡） 

へ. 会計基準変更時差異の処理年数 主として15年  同左 
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  (企業結合等関係) 

   

Ⅰ.株式交換による共通支配下の取引（NECネッツエスアイ㈱） 

 １.結合当事企業または対象となった事業の名称およびその事業の内容、企業結合の法的形式、 

取引の目的を含む取引の概要 

   (1)結合当事企業：当社、当社連結子会社であるNECネッツエスアイ株式会社（以下「NECネッツ 

           エスアイ」という。）、NECテレネットワークス株式会社（以下「NECテレネ 

           ットワークス」という。）。 

     (2)事業内容：NECネッツエスアイ：ネットワークシステムに関する企画・コンサルティング 

                  および設計・構築。 

                  NECテレネットワークス：交換、搬送通信、無線通信（マイクロ・衛星）、通信 

 制御、放送映像、宇宙関連の機器・設備に関する保守サービス。 

     (3)企業結合の法的形式、取引の目的を含む取引の概要 

        ネットワーク・ソリューション分野における保守・運用サービス事業の強化および効率化を 

    目的とし、平成18年４月１日、NECテレネットワークスをNECネッツエスアイの完全子会社と 

    する株式交換を実施しました。この株式交換によりNECテレネットワークスは、当社の完全 

子会社からNECネッツエスアイの完全子会社（当社の孫会社）となり、当社はNECネッツエス 

アイの株式を追加取得しました。この取引により当社のNECネッツエスアイに対する持分比 

率は11.48％増加しています。 

 

 ２.実施した会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準三 ４ 共通支配下の取引等の会計処理 (2)少数株主との取引」に規定 

     する連結財務諸表における会計処理を適用しています。 

   NECネッツエスアイには、少数株主が存在するため、NECテレネットワークスの当社持分減少額 

とNECテレネットワークスの事業が移転されたとみなされる額の差額を持分変動利益として特

別利益に計上しています。当社がNECネッツエスアイに追加投資したとみなされる額と追加取得

持分の差額は、のれんに計上しています。 

 

３.子会社株式の追加取得に関する事項 

   (1)取得した事業の取得原価 6,780百万円 

   内訳：NECテレネットワークス株式 

   (2)株式交換比率 

      普通株式 NECネッツエスアイ 26.051株 ： NECテレネットワークス １株 

   (3)交換比率の算定方法 

      第三者機関が算定した結果を参考として、当事者間において決定しました。 

   (4)NECネッツエスアイが当社に交付した株式数および評価額 7,815,300株  6,780百万円 

   (5)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法ならびに償却期間 

      ①のれんの金額 581百万円 

      ②発生原因 企業結合時の時価が、取得原価を上回ったために発生しています。 

      ③償却方法・償却期間 ２年間の均等償却を行っています。 
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Ⅱ.株式交換による共通支配下の取引（NECインフロンティア㈱） 

１．結合当事企業または対象となった事業の名称およびその事業の内容、企業結合の法的形式、取 

引の目的を含む取引の概要 

     (1)結合当事企業：当社および当社連結子会社であるNECインフロンティア株式会社（以下「NEC 

           インフロンティア」という。）。なお、企業結合後も名称に変更はありませ

ん。 

     (2)事業内容：情報通信システム、業務用端末機器などの開発、製造、販売、システムソリュー 

         ション事業 

     (3)企業結合の法的形式、取引の目的を含む取引の概要 

      NECグループにおけるIPテレフォニー事業の強化を目的とし、平成18年５月１日に当社を完 

    全親会社、NECインフロンティアを完全子会社とする株式交換を実施しました。本株式交換 

    により当社は、NECインフロンティアの株式を34.29%を取得し、NECインフロンティアは、当 

    社の完全子会社となりました。 

 

 ２.実施した会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準三 ４ 共通支配下の取引等の会計処理 (2)少数株主との取引」に規定 

     する連結財務諸表における会計処理を適用しています。当社がNECインフロンティアに追加投資 

   したとみなされる金額と追加取得持分の差額は、のれんに計上しております。 

 

  ３.子会社株式の追加取得に関する事項 

     (1)取得した事業の取得原価 24,405百万円 

        内訳：当社株式24,382百万円、取得に直接要した支出額23百万円 

     (2)株式交換比率 

        普通株式 当社 0.774株 ： NECインフロンティア １株 

     (3)交換比率の算定方法 

        第三者機関が算定した結果を参考として、当事者間において決定しました。 

     (4)交付の株式数および評価額 33,630,520株  24,382百万円 

   (5)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間 

        ①のれんの金額 12,916百万円 

        ②発生原因 企業結合時の時価が、取得原価を上回ったために発生しています。 

        ③償却方法・償却期間 15年間の均等償却を行っています。 

  

 

 

 

 

 

Ⅲ.事業分離取引（ソニーNECオプティアーク㈱） 

 １.分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離および法的形 

   式を含む事業分離の概要 

     (1)分離先企業の名称：ソニーNECオプティアーク株式会社（以下「ソニーNECオプティアーク」 

             という。） 

     (2)分離した事業の内容：光ディスクドライブ製品の開発、設計、製造、マーケティング、販売 

     (3)事業分離を行った主な理由 

        ソニー株式会社(以下「ソニー」という。)の光ディスクドライブ事業との事業統合により、 

    光ディスクドライブ事業の強化を目的としています。 
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     (4)事業分離日および法的形式を含む事業分離の概要 

        当社とソニーは、平成18年４月１日を分割期日として両社の営む光ディスクドライブ製品に 

    関する事業を会社分割し、新設するソニーNECオプティアーク株式会社に承継しました。こ 

    の事業分離により、当社のソニーNECオプティアークの持分比率は、45％となりました。 

    この持分比率については、両社の拠出した事業が生み出す将来キャッシュ・フローを第三者 

    機関により算定した結果を参考として、当事者間において決定しました。 

 

  ２.実施した会計処理の概要 

     「事業分離等に関する会計基準 分離元企業の会計処理」に規定する連結財務諸表上の会計処 

   理を適用しています。当社のソニーNECオプティアークに対する持分比率は、45%であるため、

ソニーNECオプティアークを持分法適用会社としています。なお、事業分離時の持分変動損益

は、軽微です。 

 

 ３.事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称 

   IT/NWソリューションセグメント 

 

 ４.当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

    概算額は軽微なため、記載を省略しています。 

  

Ⅳ.共同支配企業の形成（アドコアテック㈱） 

 １.共同支配企業の名称、事業の内容、企業結合の法的形式、取引の目的を含む取引の概要 

     (1)共同支配企業の名称：アドコアテック株式会社（以下「アドコアテック」という。） 

     (2)事業の内容：第３世代以降の携帯電話機の通信技術の中核を担う「通信プラットフォーム」 

    の開発・設計・技術ライセンス 

     (3)企業結合の法的形式：共同支配企業の形成 

     (4)取引の目的を含む取引の概要:当社、当社の連結子会社であるNECエレクトロニクス株式会社   

    （以下「NECエレクトロニクス」という。）、松下電器産業株式会社（以下「松下電器」と 

    いう。）、パナソニック モバイルコミュニケーションズ株式会社（以下「パナソニックモ

バイル」という。）、テキサス・インスツルメンツの５社で、携帯電話機の共同開発会社を

設立しました。 

    将来的な3.9Gの開発も視野に入れながら、最先端の3.5G通信技術の中核を担う通信プラット 

    フォームを共同で先行開発し、その成果をグローバルにライセンス販売することにより、世 

    界の携帯電話産業の発展に貢献していくことを目的としています。なお当社およびNECエレ 

    クトロニクスのアドコアテック設立時における出資額は2,650百万円です。  

 

 ２.実施した会計処理の概要 

   アドコアテックの株主は、当社およびNECエレクトロニクス、松下電器およびパナソニックモ 

   バイル、テキサス・インスツルメンツの３グループより構成されますが、保有株式が多い上位 

   ２グループ、当社およびNECエレクトロニクスが保有する株式数の合計と松下電器およびパナ 

   ソニックモバイルが保有する株式数の合計が一致するため、共同支配企業の「企業結合に係る 

   会計基準三 ３持分の結合の会計処理(7)共同支配企業の形成」に規定する連結財務諸表におけ 

   る会計処理を適用しています。当社は、アドコアテックを持分法適用会社としています。 
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（１株当たり情報）

平成18年度 平成17年度

１株当たり純資産額 512.99円 516.62円

１株当たり当期純利益および当期純損失（△） 4.43円 △5.26円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 4.23円 -

平成18年度 平成17年度

１株当たり当期純利益および当期純損失(△）(百万円）
 当期純利益または当期純損失（△） 9,128              △10,062
　普通株主に帰属しない金額 181                   342
　（うち利益処分による役員賞与金） -                  (200)
　（うち配当付償還株式） (181)                  (142)
　普通株式に係る当期純利益および当期純損失（△） 8,947 △10,404
　普通株式の期中平均株式数（千株） 2,020,369 1,977,778
潜在株式調整後１株当たり当期純利益
 　当期純利益調整額 - -
　普通株式増加数（千株） 92,429 -
　（うち転換社債（千株）） (92,426) -
　（うち新株予約権（千株）） (3) -
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

①転換社債
　無担保第10回転換社債 （額面金額
  100,000百万円）

②連結子会社発行の新株予約権付社債
　NECエレクトロニクス㈱発行の2011
　年満期ユーロ円建転換制限条項付転
　換社債型新株予約権付社債（額面金
　額110,000百万円）
　NECトーキン㈱発行の2010年満期
　ユーロ円建転換社債型新株予約権付
　社債（額面金額15,000百万円）

③新株予約権
　新株予約権４種類（新株予約権の数
  923個）および旧商法第210条ノ２
  の規定に基づくストックオプション
  のための自己株式（普通株式
  62,000株）
　NECエレクトロニクス㈱発行の新株
　予約権２種類（新株予約権の数
  3,070個）

①転換社債
　無担保第10回転換社債 （額面金額
  100,000百万円）
　無担保第11回転換社債（額面金額
  100,000百万円）
　2010年満期ユーロ円建転換社債（額
  面金額100,000百万円）

②連結子会社発行の新株予約権付社債
　NECエレクトロニクス㈱発行の2011
　年満期ユーロ円建転換制限条項付転
　換社債型新株予約権付社債（額面金
　額110,000百万円）
　NECトーキン㈱発行の2010年満期
　ユーロ円建転換社債型新株予約権付
　社債（額面金額15,000百万円）

③新株予約権
　新株予約権４種類（新株予約権の数
  1,104個）および旧商法第210条ノ２
  の規定に基づくストックオプション
  のための自己株式（普通株式
  163,000株）
　NECエレクトロニクス㈱発行の新株
　予約権１種類（新株予約権の数
  2,915個）

平成18年度 平成17年度

１株当たり純資産額（百万円）
　純資産の部の合計額 1,240,123 1,242,650
　純資産の部の合計額から控除する金額 201,315 213,043
　（うち新株予約権） (81) -
　（うち少数株主持分） (201,234) (212,843)
　（うち利益処分） - (200)
　普通株式に係る期末の純資産額 1,038,808 1,029,607
　１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
　の普通株式の数（千株）

2,025,009 1,992,949

（開示の省略）

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

１．１株当たり当期純利益および当期純損失(△）、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

関連当事者との取引、デリバティブ取引およびストック・オプション等に関する注記事項については、決算短信に
おける開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。
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（単位　百万円）

年　　度 平成１８年度 平成１７年度 前　期　末　比
科　　目 増（減）

874,592 866,107 8,485

62,508 76,512 (-) 14,005

1,614 3,145 (-) 1,531

434,811 405,315 29,495

72,754 37,817 34,937

2,356 2,970 (-) 614

18,324 23,693 (-) 5,369

79,747 86,045 (-) 6,299

875 1,859 (-) 985

6,696 10,361 (-) 3,665

8,744 2,608 6,135

51,634 45,600 6,034

43,459 59,315 (-) 15,856

90,780 105,011 (-) 14,232

848 6,631 (-) 5,784

△ 558 △ 781 223

1,547,987 1,592,329 (-) 44,342

191,651 201,488 (-) 9,838

76,997 79,989 (-) 2,993

4,310 3,999 310

20,631 22,354 (-) 1,724

20 24 (-) 5

35,181 38,724 (-) 3,543

49,338 49,661 (-) 324

5,175 6,734 (-) 1,560

57,985 90,745 (-) 32,760

90 784 (-) 694

120 125 (-) 5

56,522 87,456 (-) 30,934

349 510 (-) 161

903 1,868 (-) 966

1,298,350 1,300,095 (-) 1,745

214,142 228,945 (-) 14,803

819,162 712,511 106,650

7,574 8,253 (-) 680

373 373 (-) 0

5,189 5,162 27

59 49 10

34,851 43,559 (-) 8,708

23,083 28,246 (-) 5,163

15,400 18,379 (-) 2,979

76,476 125,686 (-) 49,211

15,272 14,177 1,095

124,676 162,313 (-) 37,637

1,113 2,202 (-) 1,090

△ 39,020 △ 49,765 10,746

2,422,579 2,458,437 (-) 35,858

（平成19年3月末） （平成18年3月末）

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 お よ び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

半 製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 お よ び 装 置

有 形 固 定 資 産

車 両 お よ び そ の 他 陸 上 運 搬 具

工 具 器 具 お よ び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

特 許 権

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

そ の 他

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 社 債

出 資 金

長 期 貸 付 金

従 業 員 長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

破 産 債 権 ・ 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

比   較   単   独   貸   借   対   照   表

資 産 合 計

敷 金 お よ び 保 証 金

前 払 退 職 給 付 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

単独通期
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（単位　百万円）

年　　度 平成１８年度 平成１７年度 前　期　末　比
科　　目 増（減）

1,078,491 995,696 82,795

323 129 193

517,130 532,075 (-) 14,946

65,758 55,000 10,758

102,943 35,000 67,943

10,610 4,813 5,797

76,000 128,998 (-) 52,998

12,586 8,352 4,234

105,495 107,722 (-) 2,228

513 390 122

38,215 25,266 12,949

115,860 75,856 40,004

108 － 108

22,696 5,762 16,934

810 － 810

9,445 16,330 (-) 6,886

354,851 457,889 (-) 103,038

127,300 203,300 (-) 76,000

197,904 197,906 (-) 2

10,331 20,569 (-) 10,238

16,355 19,531 (-) 3,177

2,961 16,582 (-) 13,622

1,433,342 1,453,585 (-) 20,244

935,189 934,090 1,098

337,822 337,821 1

422,378 412,357 10,020

422,378 412,357 10,020

178,012 186,781 (-) 8,769

35,615 35,615 －

142,397 151,166 (-) 8,769

142,397 151,166 (-) 8,769

△ 3,024 △ 2,869 (-) 154

53,992 70,760 (-) 16,768

54,270 70,760 (-) 16,490

△ 278 － (-) 278

56 － 56

989,237 1,004,851 (-) 15,614

2,422,579 2,458,437 (-) 35,858

380,139 410,051 (-) 29,913

592,070 649,175 (-) 57,105

529,563 572,662 (-) 43,100

40.8 % 40.9 % (-) 0.1 %

0.60 倍 0.65 倍 (-) 0.05 倍

0.54 倍 0.57 倍 (-) 0.03 倍

注1）平成17年度の数値については比較のため、数値を並べ替えて表示しております。
注2）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

新 株 予 約 権

純 資 産 合 計

電 子 計 算 機 買 戻 損 失 引 当 金

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 借 入 金

債 務 保 証 等 損 失 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

転 換 社 債

前 受 金

預 り 金

役 員 賞 与 引 当 金

製 品 保 証 等 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

短 期 借 入 金

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

一年以内に返済予定の長期借入金

一 年 以 内 に 償 還 予 定 の 社 債

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

（平成19年3月末） （平成18年3月末）

評 価 ･ 換 算 差 額 等

Ｄ ／ Ｅ レ シ オ (NET ﾍ ﾞ ｰ ｽ )*

* 現 金 お よ び 預 金 控 除 後

有形固定資産の減価償却累計額

有 利 子 負 債 残 高

有 利 子 負 債 残 高 (NET ﾍ ﾞ ｰ ｽ )*

自 己 資 本 比 率

Ｄ ／ Ｅ レ シ オ

負 債 お よ び 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
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（単位　百万円）

　

年　　度　

   

　科　　目 対売上

高比率

％ ％ ％

2,210,758 100.0 2,370,709 100.0 (-) 159,951 93.3

1,620,100 73.3 1,767,206 74.5 (-) 147,107 91.7

590,659 26.7 603,502 25.5 (-) 12,843 97.9

578,061 26.1 594,972 25.1 (-) 16,912 97.2

12,598 0.6 8,529 0.4 4,068 147.7

39,591 1.8 68,437 2.9 (-) 28,847 57.9

1,269 1,290 (-) 22

31,895 63,555 (-) 31,660

6,426 3,591 2,835

45,330 2.1 49,400 2.1 (-) 4,071 91.8

10,887 11,260 (-) 374

8,241 8,241 -

6,289 5,923 366

5,074 14,312 (-) 9,238

14,838 9,663 5,175

6,859 0.3 27,566 1.2 (-) 20,708 24.9

94,636 4.3 59,889 2.5 34,746 158.0

69,533 - 69,533

20,755 23,620 (-) 2,866

2,132 1,098 1,033

1,349 30,166 (-) 28,818

866 5,004 (-) 4,138

2 - 2

63,679 2.9 45,339 1.9 18,339 140.5

60,852 32,893 27,959

1,677 - 1,677

971 5,986 (-) 5,016

179 - 179

- 6,460 (-) 6,460

37,816 1.7 42,116 1.8 (-) 4,300 89.8

△ 22,980 (-) 1.1 △ 16,063 (-) 0.7 (-) 6,917 143.1

55,200 2.5 16,300 0.7 38,900 338.7

5,596 0.3 41,879 1.8 (-) 36,284 13.4

- 115,268 -

- 2 -

- 5,979 -

- 151,166 -

注）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

減 損 損 失

有 価 証 券 売 却 益

新 株 予 約 権 戻 入 益

関係会社貸倒引当金戻入益

特 別 損 失

有 価 証 券 評 価 損

製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額

関係会社株式等評価損失

固 定 資 産 売 却 損

至　平成18年 3月31日至　平成19年 3月31日

平成１８年度

比 較 単 独 損 益 計 算 書

自　平成17年 4月 1日自　平成18年 4月 1日

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税および事業税

経 常 利 益

支 払 利 息

当 期 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額

自 己 株 式 処 分 差 損

高比率

平成１７年度

受 取 配 当 金

固 定 資 産 売 却 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

前 期 比

対売上

退 職 給 付 信 託 解 約 益

売 上 総 利 益

売 上 原 価

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

特 別 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他

そ の 他

比 率増　(減)

売 上 高

和解金および損害賠償金

退 職 給 付 費 用

固 定 資 産 廃 棄 損

営 業 外 費 用

( )( )

単独通期
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株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

平成１８年度　（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日） （単位　百万円）

平成18年3月末残高 337,821 412,357 35,615 151,166 △ 2,869 934,090

当期変動額

株式交換による増加 10,019 10,019

転換社債型新株予約権付社債の転換 1 1 2

役員賞与 △ 128 △ 128

剰余金の配当 △ 14,084 △ 14,084

当期純利益 5,596 5,596

自己株式の取得 △ 356 △ 356

自己株式の処分 △ 153 202 49

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 1 10,020 - △ 8,769 △ 154 1,098

平成19年3月末残高 337,822 422,378 35,615 142,397 △ 3,024 935,189

平成18年3月末残高 70,760 - - 1,004,851

当期変動額

株式交換による増加 10,019

転換社債型新株予約権付社債の転換 2

役員賞与 △ 128

剰余金の配当 △ 14,084

当期純利益 5,596

自己株式の取得 △ 356

自己株式の処分 49

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 16,490 △ 278 56 △ 16,712

当期変動額合計 △ 16,490 △ 278 56 △ 15,614

平成19年3月末残高 54,270 △ 278 56 989,237

注）平成18年3月末残高は百万円未満を切り捨てし、当期変動額および平成19年3月末残高は百万円未満を

　　四捨五入して表示しています。

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金

単独通期
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（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額
（単位　百万円）

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

期末残高相当額

注1）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
　 　支払利子込み法により算定しています。

注2）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

②　未経過リース料期末残高相当額
（単位　百万円）

１年内

１年超

合　計

注1）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める
　 　割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。

注2）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

③　支払リース料等
（単位　百万円）

支払リース料
（減価償却費相当額）

注）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

⑤ 減損損失

リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しています。

２．オペレーティング・リース取引

①　未経過リース料
（単位　百万円）

１年内

１年超

合　計

注）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（有価証券関係）

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの
（単位　百万円）

貸借対照表
計上額

時価 差額
貸借対照表
計上額

時価 差額

子会社株式 280,711 333,485 52,774 296,368 554,771 258,403 

関連会社株式 127,831 194,090 66,259 11,293 78,352 67,058 

合　計 408,542 527,575 119,033 307,661 633,123 325,461 

注）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

平成１８年度 平成１７年度

（平成19年3月末） （平成18年3月末）

77,727 91,085 

91,070 104,523 

(平成19年3月末) (平成18年3月末)

13,343 13,438 

平成１８年度 平成１７年度

平成１７年度

3,331 

3,233 

6,565 

(平成19年3月末) (平成18年3月末)

2,992 4,004 

平成１７年度

(平成18年3月末)

15,478 

8,913 

6,565 

平成１７年度

(平成18年3月末)

平成１８年度

2,075 

3,892 

3,892 

平成１８年度

(平成19年3月末)

1,817 

平成１８年度

(平成19年3月末)

10,573 

6,681 
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（税効果会計関係）

（単位　百万円）

（流動資産） （流動資産）

繰延税金資産 繰延税金資産

　たな卸資産評価 18,827 　未払賞与否認額 11,947

　未払賞与否認額 11,583 　未払費用 11,247

　製品保証等引当金 9,060 　その他 22,405

　その他 12,164

繰延税金資産合計 51,634 繰延税金資産合計 45,600

繰延税金負債 - 繰延税金負債 -

繰延税金資産の純額 51,634 繰延税金資産の純額 45,600

（固定資産） （固定資産）

繰延税金資産 繰延税金資産

　繰越欠損金 94,432 　関係会社株式評価損失 146,556

　関係会社株式評価損失 91,322 　繰越欠損金 52,576

　退職給付引当金損金
　算入限度超過額

41,593 45,604

　減価償却超過額 20,962 　減価償却超過額 28,408

　連結納税会社間譲渡損益繰延 13,264 　投資有価証券評価損失 8,268

　投資有価証券評価損失 12,033 　電子計算機買戻損失準備金 7,151

　電子計算機買戻損失準備金 6,028 　貸倒引当金超過額 6,961

　その他 10,417 　その他 8,493

繰延税金資産小計 290,050 繰延税金資産小計 304,020

評価引当金 △ 59,605 評価引当金 △ 39,848

繰延税金資産合計 230,445 繰延税金資産合計 264,172

繰延税金負債 繰延税金負債

　退職給付信託設定益 △ 70,038 　退職給付信託設定益 △ 98,904

　退職給付信託解約に伴う
　有価証券取得

△ 56,184 　その他有価証券評価差額金 △ 39,513

　その他有価証券評価差額金 △ 27,679 　その他 △ 68

　その他 △ 68

繰延税金負債合計 △ 153,969 繰延税金負債合計 △ 138,485

繰延税金資産の純額 76,476 繰延税金資産の純額 125,686

注）平成18年度は百万円未満を四捨五入し、平成17年度は百万円未満を切り捨てて表示しています。

　退職給付引当金損金
　算入限度超過額

平成１７年度平成１８年度

(平成19年3月末) (平成18年3月末)
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＜将来予想に関する注意＞ 

本資料にはＮＥＣおよび連結子会社(以下ＮＥＣと総称します。)の戦略、財務目標、技術、製

品、サービス、業績等に関する将来予想に関する記述が含まれています。将来予想は、ＮＥＣ

が証券取引所や米国証券取引委員会等の規制当局に提出する他の資料および株主向けの報告

書その他の通知に記載されている場合があります。ＮＥＣは、そのような開示を行う場合、将

来予想に関するセーフハーバー(safe-harbor)規則を定めている1995年米国民事証券訴訟改革

法(Private Securities Litigation Reform Act of 1995)その他の適用法令に準拠しています。

これらの記述は、現在入手可能な仮定やデータ、方法に基づいていますが、そうした仮定やデ

ータ、方法は必ずしも正しいとは限らず、ＮＥＣは予想された結果を実現できない場合があり

ます。また、これら将来予想に関する記述は、あくまでＮＥＣの分析や予想を記述したもので

あって、将来の業績を保証するものではありません。このため、これらの記述を過度に信頼す

ることは控えるようお願いします。また、これらの記述はリスクや不確定な要因を含んでおり、

様々な要因により実際の結果とは大きく異なりうることをあらかじめご承知願います。実際の

結果に影響を与える要因には、(1)ＮＥＣの事業領域を取り巻く国際経済・経済全般の情勢、

(2)市場におけるＮＥＣの製品、サービスに対する需要変動や競争激化による価格下落圧力、

(3)激しい競争にさらされた市場においてＮＥＣが引き続き顧客に受け入れられる製品、サー

ビスを提供し続けていくことができる能力、(4)ＮＥＣが中国等の海外市場において事業を拡

大していく能力、(5)ＮＥＣの事業活動に関する規制の変更や不透明さ、潜在的な法的責任、

(6)市場環境の変化に応じてＮＥＣが経営構造を改革し、事業経営を適応させていく能力、 

(7)為替レート(特に米ドルと円との為替レート)の変動等があります。将来予想に関する記述

は、あくまでも公表日現在における予想です。新たなリスクや不確定要因は随時生じるもので

あり、その発生や影響を予測することは不可能であります。また、新たな情報、将来の事象そ

の他にかかわらず、ＮＥＣがこれら将来予想に関する記述を見直すとは限りません。 

本資料に含まれる経営目標は、予測や将来の業績に関する経営陣の現在の推定を表すものでは

なく、ＮＥＣが事業戦略を遂行することにより経営陣が達成しようと努める目標を表すもので

す。 

本資料に含まれる記述は、証券の募集を構成するものではありません。いかなる国・地域にお

いても、法律上証券の登録が必要となる場合は、証券の登録を行う場合または登録の免除を受

ける場合を除き、証券の募集または売出しを行うことはできません。たとえば、米国において

証券の公募が行われる場合には、1933 年米国証券法に基づく証券の登録が行われ、ＮＥＣおよ

び経営陣に関する詳細な情報ならびに財務諸表が掲載された英文目論見書をもって公募を行

うことになります。 

 

-------------------------------------------------------------------------------------- 
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